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第１節 計画の基本的な考え方 

 

 

 平成 26 年 2 月の日本の人口は 1億 2,718 万人で（総務省統計局）、その内 65 歳以上の高齢

者の人口は 3,227 万人となっています。高齢化率は 25.4％で、少子化による若年人口の減少

と平均寿命の延伸により、介護保険制度が始まった平成 12年 4 月の高齢化率 17.1％（人口 1

億 2,678 万人、65 歳以上高齢者人口 2,162 万人）から大きく増加をしています。 

 そして今後、日本では人口減少と高齢者人口の増加が予測されており、平成 37 年の高齢化

率は 30.3％まで達すると見込まれています。（国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来

推計人口」（平成 24 年 1月推計）出生中位（死亡中位）） 

 そうした中で、高齢者の介護を社会全体で支えあう仕組みとして創設された介護保険は、

創設当初の給付総費用額 3.6 兆円から平成 26年には 10兆円（当初予算（案））と大きく膨ら

み、制度の持続可能性を確保するために、重点化や効率化が必要な状況に迫られています。 

 こういった背景から、平成 26 年 6 月に、「地域における医療及び介護の総合的な確保を推

進するための関係法律の整備等に関する法律」（「医療介護総合推進法」）が成立し、一定以上

所得がある人の自己負担を 2 割に引き上げることや、特別養護老人ホームの入所対象を原則

要介護３以上とすること、低所得者に対する食費・居住費の一部補助の対象に資産要件を加

えること、予防給付の一部を地域支援事業に移行し充実を図ることとされました。 

 また、第 6 期介護保険事業計画の策定にあたっては、いわゆる団塊の世代が後期高齢者と

なる 2025 年（平成 37 年）までのサービス水準や給付費、保険料の水準を推計し、中期的な

視点から施策の展開を図ることとされました。 

 匝瑳市においても、これまでに匝瑳市高齢者福祉計画・介護保険事業計画（そうさスマイ

ルシニアプラン）を策定してまいりましたが、第 5 期で取り組んできた地域包括ケアシステ

ムをさらに充実させ、高齢者が地域で安心して暮らせる社会を目指し、「第 6期匝瑳市高齢者

福祉計画・介護保険事業計画（そうさスマイルシニアプラン）」を策定します。 
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高齢者福祉計画・介護保険事業計画は、高齢社会をめぐる重要な課題に対して、匝瑳市が

目指すべき基本的な目標を定め、その実現に向かって取り組むべき施策を明らかにするもの

です。 

高齢者福祉計画は、高齢者に関する福祉施策全般を定めるものです。一方、介護保険事業

計画は、介護保険給付等介護保険事業について定めるもので、匝瑳市における要介護者等の

人数、要介護者のサービスの利用意向等を勘案し、必要なサービス量を見込み、介護サービ

スを提供する体制を確保するなど、介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施に資すること

を目的とします。 

第 6 期匝瑳市高齢者福祉計画・介護保険事業計画では、これまでの高齢者に関する施策の

方向を継承しつつ、身近な地域で「医療」、「介護」、「予防」、「住まい」、「生活支援」を一体

的に提供する地域包括ケア体制のさらなる充実を図るとともに、認知症になっても、また医

療と介護の両方が必要な状態になっても、地域で安心して暮らし続けることができるよう、

認知症高齢者対策及び医療と介護の連携に重点を置き、計画を進めていきます。 

 

 

「高齢者福祉計画」は、「老人福祉法」第 20 条の８に基づく市町村老人福祉計画で、「介護

保険事業計画」は、「介護保険法」第 117 条に基づく市町村介護保険事業計画であり、両計画

は整合性をもって作成される必要があるため、計画期間・見直し時期ともに同一とし、計画

を一体的に策定しています。 

また、「匝瑳市総合計画」「匝瑳市地域福祉計画」などの関連計画との整合を図るとともに、

「千葉県高齢者保健福祉計画」との調和に留意し、総合的な医療・福祉・介護にかかわる計

画として策定します。 

 

図表 計画の位置づけ 
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第２節 計画の期間 

 

「第６期匝瑳市高齢者福祉計画・介護保険事業計画」は、平成２７年度から平成２９年度

までの３年間を計画期間とします。 

高齢者福祉計画と介護保険事業計画は整合性をもって作成される必要があるため、計画期

間・見直し時期ともに同一とし、計画の策定も同時に行います。 

 

図表 計画の期間 
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第３節 計画の策定体制と進行管理 

 

高齢者福祉事業・介護保険事業の運営には、幅広い関係者の協力を得て、地域の実情に応

じたものとすることが求められるため、学識経験者、保健医療関係者、福祉関係者、被保険

者代表者等の参加を得て、匝瑳市介護保険運営協議会を設置し、両計画の策定にあたってい

ます。 

また、介護保険事業計画により示される介護給付等対象サービス量の水準は、保険料の水

準にも影響を与えることになります。そこで、介護保険事業計画を作成しようとするときは、

あらかじめ被保険者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとされています。 

介護保険運営協議会における審議内容は、匝瑳市市民代表の意見として両計画に盛り込ま

れています。 

「第 6 期匝瑳市高齢者福祉計画・介護保険事業計画」の審議経過については、以下のとお

りです。 

計画の進行管理にあたっては、運営協議会で、定期的に計画の進捗状況を点検・評価し、

推進に際しての課題の抽出とその対応策の検討を行います。 

 

 

 開催日 主な審議内容 

第１回 
平成 26年 

8 月 21 日 

・日常生活圏域ニーズ調査結果について 

・老人保健福祉計画と介護保険事業計画の概要説明 

第２回 
平成 26年 

10月30日 

・日常生活圏域の見直しについて 

・地域包括ケアシステムの構築に向けた取り組みについて 

第３回 
平成 26年

11月27日 
・第 6期高齢者福祉計画・介護保険事業計画の策定について 

第４回 
平成 27年

2 月 19 日 
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第４節 計画策定後の点検・評価体制 

 

 本計画を策定後は、「匝瑳市介護保険運営協議会」を中心に、各施策・事業の進捗状況を毎

年点検・評価し、関係機関・関係各課との調整を行います。また、介護予防・日常生活支援

事業の進捗状況や事業内容等については、「匝瑳市地域包括支援センター運営協議会」を中心

に点検、効果の評価を行います。 

介護保険事業計画については毎年その進行状況を管理するために、１年間の介護保険の 

運営状況を「匝瑳市介護保険運営状況」としてとりまとめ、市のホームページや『広報そう

さ』等で広く市民にお知らせしていきます。 

本計画及び関連する個別計画の進行管理については、庁内関係部局との連携により、定期

的な現況調査を実施し、計画の進捗状況と改善点を把握します。 

また、外部の関係機関の協力を仰ぎ、進捗状況の確認とともに制度改正や時代潮流にとも

なう新たな議題の共有化を図るなど、計画の着実な推進に向けた幅広し協力体制の構築に努

めます。 

住民が福祉サービスの利用者としてだけでなく、福祉の担い手として主体的に活動する地

域づくりを目指して、地域活動や住民ボランティアとの連携を一層強化し、各地区の意見や

実情を十分に反映させた施策推進を図ります。 
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第２章  

匝瑳市の高齢者等の現状  
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第１節 高齢者の現状と推計 

 

 匝瑳市の人口は年々減少しており、平成２６年の人口は３９，０００人を割り込んで   

います。 

年少人口（０～１４歳）と生産年齢人口（１５～６４歳）は減少する一方、６５歳以上の

高齢者は増加しており、高齢化率は平成２７年には３０％を超える見込みです。 

 

 

図表 年齢別人口と高齢化率の推移 

 

 

 
※平成２６年までは各年９月３０日実績。平成２７年以降は、国立社会保障・人口問題研究所の 
「日本の地域別将来推計人口（平成２５（２０１３）年３月推計）」による 

 

 

  

（人）

平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年 平成３２年 平成３７年

00～14歳 4,456 4,364 4,345 4,004 3,893 3,783 3,451 2,969

15～64歳 24,209 23,632 23,112 21,498 21,060 20,622 19,308 17,513

65歳以上 11,080 11,326 11,477 11,922 12,009 12,095 12,354 12,250

65～74歳（前期高齢者） 4,992 5,226 5,400 5,665 5,753 5,840 6,103 5,235

75歳以上（後期高齢者） 6,088 6,100 6,077 6,257 6,256 6,255 6,251 7,015

総人口 39,745 39,322 38,934 37,424 36,962 36,500 35,113 32,732

高齢化率（65歳以上比率）％ 27.9% 28.8% 29.5% 31.9% 32.5% 33.1% 35.2% 37.4%
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総人口 高齢化率（65歳以上比率）％

(人)
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 高齢者人口が年々増加していくなかで、本市の前期高齢者（６５歳から７４歳までの   

高齢者）人口は、平成３２年に約６，１００人と増加のピークを迎え、その後は減少して   

いくことを見込んでいます。 

一方で、後期高齢者（７５歳以上の高齢者）人口については今後も増加を続け、平成    

３２年には前期高齢者と後期高齢者の人数がおよそほぼ同数となり、団塊の世代が後期  

高齢者に到達する平成３７年には、後期高齢者人口が７，０００人を越えると推測されます。 

 

図表 前期高齢者・後期高齢者の人口と人口化率の推計 

 

 

※平成２６年までは各年９月３０日実績。平成２７年以降は、国立社会保障・人口問題研究所の  
「日本の地域別将来推計人口（平成２５（２０１３）年３月推計）」による 

 

  

平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年 平成３２年 平成３７年

65～74歳（人） 4,992 5,226 5,400 5,665 5,753 5,840 6,103 5,235

人口比率（％） 12.6% 13.3% 13.9% 15.1% 15.6% 16.0% 17.4% 16.0%

75歳以上（人） 6,088 6,100 6,077 6,257 6,256 6,255 6,251 7,015

人口比率（％） 15.3% 15.5% 15.6% 16.7% 16.9% 17.1% 17.8% 21.4%

4,992 
5,226 

5,400 
5,665 5,753 5,840 

6,103 

5,235 

6,088 6,100 6,077 
6,257 6,256 6,255 

6,251 

7,015 

12.6% 13.3% 13.9% 15.1% 15.6% 16.0%
17.4%

16.0%

15.3% 15.5% 15.6% 16.7% 16.9% 17.1% 17.8%

21.4%

-50.0%

-40.0%

-30.0%

-20.0%

-10.0%

0.0%

10.0%

20.0%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年 平成３２年 平成３７年

65～74歳（人） 75歳以上（人）

65～74歳人口比率（％） 75歳以上人口比率（％）

(人)



9 

 

 要介護認定者数は今後も増加を続けることが推測されます。 

 

図表 要介護認定者数の推計 

 
 

 
※平成 26 年までは各年 9月３０日実績。平成２７年以降は、介護保険事業計画ワークシートに   
よる算出 

 

  

(人)

要介護度別 平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年 平成３２年 平成３７年

要　支　援　1 195 206 234 273 303 333 371 371

要　支　援　2 149 176 164 154 146 144 150 154

要　介　護　1 341 367 401 451 482 510 535 543

要　介　護　2 270 288 302 325 341 372 422 420

要　介　護　3 225 260 253 260 254 249 269 283

要　介　護　4 243 226 264 315 360 411 459 461

要　介　護　5 199 177 176 184 183 188 207 204

総　　計 1,622 1,700 1,794 1,962 2,069 2,207 2,413 2,436

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年 平成３２年 平成３７年

要介護5

要介護4

要介護3

要介護2

要介護1

要支援2

要支援1

(人)

195 206 234 273 303 333 371 371 
149 176 164 154 146 144 150 154 
341 

367 401 
451 482 510 

535 543 270 
288 
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325 

341 
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422 420 
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260 

254 
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269 283 
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264 
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360 

411 

459 461 
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177 

176 

184 

183 

188 

207 204 

1,622 
1,700 

1,794 

1,962 
2,069 

2,207 

2,413 2,436 

0

500

1,000

1,500

2,000
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平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年 平成３２年 平成３７年

(人)
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 平成 24 年では、要介護認定の際に使用される「認知症高齢者の日常生活自立度」でⅡａ（※

P11 参照）以上と判定された認知症高齢者数は 916 人ですが、平成 26 年には 1,043 人と 1,000

人を超え、平成 29 年では 1,245 人、平成 37 年では 1,386 人と増加傾向にあることが推測     

されます。 

 

図表 認知症高齢者の推移と推計 

 

 

 

※平成 24 年は見える化システムによる算出、25 年以降は介護保険事業計画ワークシートによる算出。 

 

  

(人)

平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年 平成３２年 平成３７年

要支援1 47 53 60 66 74 81 93 93

要支援2 15 14 13 12 10 9 9 9

要介護1・2 334 365 395 426 450 482 525 534

要介護3～5 520 547 575 602 634 673 744 750

合計 916 979 1,043 1,106 1,168 1,245 1,371 1,386
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2,000

2,500

3,000

平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年 平成３２年 平成３７年

要支援1

要支援2

要介護

1・2

要介護

3～5

(人)

520 547 575 602 634 673 
744 750 

334 
365 

395 
426 

450 
482 

525 534 
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9 

9 9 
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53 
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74 
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93 93 

916 
979 

1,043 
1,106 

1,168 

1,245 

1,371 1,386 

0
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1,400

平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年 平成３２年 平成３７年

(人)
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図表 認知症高齢者の日常生活自立度判定基準 

 

ランク 判定基準 見られる症状・行動の例 

Ⅰ 

何らかの認知症を有するが、日常生活は

家庭内及び社会的にはほぼ自立して  

いる。 

 

Ⅱ 

日常生活に支障を来たすような症状・ 

行動や意思疎通の困難さが多少見られ 

ても、誰かが注意していれば自立できる。 

 

 Ⅱａ 家庭外で上記Ⅱの状態がみられる。 

たびたび道に迷うとか、買物や事務、金銭

管理等、それまでできたことにミスが目立

つ等。 

 Ⅱｂ 家庭内でも上記Ⅱの状態が見られる 
服薬管理ができない、電話の応対や訪問者

との対応等、一人で留守番ができない等。 

Ⅲ 

日常生活に支障を来たすような症状・ 

行動や意思疎通の困難さが見られ、介護

を必要とする。 
着替え、食事、排便、排尿が上手に    

できない、時間がかかる。 

やたらに物を口に入れる、物を拾い   

集める、徘徊、失禁、大声・奇声、火の   

不始末、不潔行為、性的異常行為等。 

 Ⅲａ 
日 中 を 中心 とし て 上記 Ⅲ の 状態が   

見られる。 

 Ⅲｂ 
夜間を中心として、上記Ⅲの状態が見ら

れる。 

Ⅳ 

日常生活に支障を来すような症状・行動

や意思疎通の困難さが頻繁に見られ、 

常に介護を必要とする。 

Ｍ 

著しい精神症状や周辺症状あるいは、 

重篤な身体疾患が見られ、専門医療を 

必要とする。 

せん妄、妄想、興奮、自傷・他害等の精神

症状や精神症状に起因する周辺症状が 

継続する状態等。 

※厚生労働省「主治医意見書記入の手引き」より 
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平成７年では一人暮らし高齢者世帯は５６３世帯、高齢者夫婦のみ世帯は６９６世帯とな

っていますが、平成２２には一人暮らしの高齢者世帯は１，１４６世帯、高齢者夫婦のみ世

帯は１，１９１世帯と約２倍増加しています。 

 

図表 一人暮らし高齢者・高齢者のみ世帯の推移 

   

 
※国勢調査 

 

 

  

（世帯数）

平成７年 平成１２年 平成１７年 平成２２年

一人暮らし高齢者世帯 563 762 924 1,146

高齢者夫婦のみ世帯 696 923 1,133 1,191

合計 1,259 1,685 2,057 2,337

696 
923 

1,133 1,191 

563 

762 

924 

1,146 

1,259 

1,685 

2,057 

2,337 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

平成７年 平成１２年 平成１７年 平成２２年

一人暮らし高齢者世帯

高齢者夫婦のみ世帯

(世帯)
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第２節 介護保険サービスの現状 

 介護サービスの利用人数は、下記のとおりとなっています。 

 

図表 1 ヶ月あたりの介護サービスの利用状況 

                     単位：人   

 
第 5 期計画期間 

平成 24 年 平成 25 年 平成 26年 

居 

宅 

サ
ー
ビ
ス 

 (1) 訪問介護 344 344 374 

 (2) 訪問入浴介護 68 63 56 

 (3) 訪問看護 68 67 77 

 (4) 訪問リハビリ  0 1 0 

 (5) 居宅療養管理指導 73 74 83 

 (6) 通所介護 502 481 517 

 (7) 通所リハビリテーション 112 124 141 

 (8) 短期入所生活介護 114 108 113 

 (9) 短期入所療養介護 34 33 28 

(10) 特定施設入居者生活介護 15 20 21 

(11) 福祉用具貸与 468 490 526 

(12) 特定福祉用具販売 12 14 17 

(13) 住宅改修 7 9 10 

(14) 介護予防支援・居宅介護支援 897 906 979 

地 

域 

密 

着 

型 

(15) 定期巡回型介護看護 0 0 0 

(16) 夜間対応型訪問介護 0 0 0 

(17) 小規模多機能型介護 23 23 24 

(18) 認知症対応型通所介護 39 34 51 

(19) 認知症対応型共同生活介護 43 44 48 

(20) 地域密着型特定入居者生活介護 0 0 0 

(21) 地域密着型老人福祉施設入居者生活介護 9 29 37 

(22) 複合型サービス 0 0 0 

施
設
入
所 

(23) 介護老人福祉施設 234 244 234 

(24) 介護老人保健施設 133 136 129 

(25) 介護療養型医療施設 1 2 2 

  ※平成 26 年は 9月時点での見込量 
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第３節 日常生活圏域ニーズ調査結果による高齢者の現状 

 

1）調査の目的 

 この調査は、平成２７年度から平成２９年度までの「匝瑳市高齢者福祉計画・介護保険事

業計画」を策定するため、高齢者の生活状況を把握し、そのニーズに合った介護（予防）サ

ービスや各種福祉サービスを提供するための基礎資料を得ることを目的として実施しました。 

 

2）調査の概要 

    一般調査 

調査地域 匝瑳市全域 

調査基準日 平成２６年１月３１日 

調査期間 平成２６年２月２８日（金）～平成２６年 3月１４日（金） 

調査方法 郵送配布、郵送回収 

調査対象 施設入所者を除く６５歳以上の市民（全数調査） 

調査対象者数 １１，２４１人 

有効回収数 ７，９５９人 

有効回収率 ７０．８％ 

その他 平成２６年３月１０日（月）にお礼状兼催促状を郵送 

 

（1）集計結果は、各設問の回答者数（Ｎ）を基数とした百分率（％）で示している。小数点

以下第 2位を四捨五入しているため、比率の合計が 100.0％にならない場合がある。 

（2）複数回答を求めた設問では、回答比率が 100.0％を超えることがある。 
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1）高齢者の状況について 

 

図表 家族構成 

 

 

図表 日中一人になること（家族などと同居のみ） 

 

家族構成について、全体としては配偶者との二人暮らしが多くを占めています。また、日中

一人になることがある人は６割以上になります。 

 

 

図表 現在の暮らしの経済的状況 

 

 現在の暮らしの状況を経済的にみて苦しいと感じている人が約半数います。 

 

  

10.7

65.7

43.2

19.3

25.9
29.6

1.4
6.1

3.2 0.9
5.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

一人暮らし 配偶者 息子 娘 子の配偶者 孫 兄弟・姉妹 その他 無回答 その他 無回答

匝瑳市 N=7,959

家族などと同居

よくある

29.1

たまにある

42.9

ない

23.4

無回答

4.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

回答

匝瑳市 N=7,959

苦しい

16.4

やや苦しい

39.0

ややゆとりがある

32.3

ゆとりがある

4.3

無回答

8.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

回答

匝瑳市 N=7,959
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図表 今後、介護が必要になったときの生活の場所 

  

今後、介護が必要になった場合の暮らし方として、自宅で生活したいと答えた人が約半数

となっています。 

 

図表 生活上の心配事 

   

自分自身の生活上の心配事について、自分の健康・介護が最も多く、次に家族の健康・   

介護が多くなっています。 

 

【 課 題 】 

高齢者の一人暮らしや配偶者との二人暮らし世帯や、日中一人になることがある人も  

多く、今後、介護が必要になった場合、自宅で生活したい希望も多くいることから、できる

限り自宅での生活を続けられるよう、地域ぐるみで高齢者を支えていく必要があります。 

 

  

38.8

16.1

12.1

3.3

4.1

1.0

2.8

8.7

13.0

0.0％ 5.0％ 10.0％ 15.0％ 20.0％ 25.0％ 30.0％ 35.0％ 40.0％ 45.0％

自宅に住みたい

自宅を改造し住みやすくしたい

介護を受けられる公的な施設に住みたい

介護を受けられる有料老人ﾎｰﾑやｹｱﾊｳｽなどに住みたい

サービス付き高齢者向け住宅に住みたい

子供や親戚などの家に移って世話をしてもらいたい

その他

わからない

無回答

匝瑳市 N=7,959

58.3

36.7

7.7

18.5

4.2

6.0

1.6

15.8

13.7

2.0

22.4

0.0％ 10.0％ 20.0％ 30.0％ 40.0％ 50.0％ 60.0％ 70.0％

自分の健康・介護

家族の健康・介護

家事

転倒・事故

財産・相続

人づきあい・交流

消費者被害

災害

生活費

その他

無回答

匝瑳市 N=7,959
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2）要介護・要支援が必要な方について 

 

図表 要介護・要支援が必要になった主な原因 

 
介護が必要になった主な原因は、高齢による衰弱や骨折・転倒、認知症、脳卒中が多く   

挙げられています。 

 

図表 主な介護者・介助者 

 

図表 主な介護者・介助者の年齢 

 

主な介護者・介助者として約半数が 65 歳以上の高齢者となっています。 

 

【 課 題 】 

介護・介助が必要となった主な原因として、高齢による衰弱や骨折・転倒、認知症、    

脳卒中が多いことから、医療と介護によるサービスの充実や予防への取り組んでいく必要が

あります。また、介護者・介助者の半数が 65 歳以上の高齢者であることから介護負担を   

軽減する取り組みや相談機能の充実及び必要とする介護サービスが適切に利用できる  

ようにするためのサービスの充実や質の向上が必要です。 

15.3

8.2
4.4 3.4

9.6

17.3

3.1

9.8

0.0％

10.0％

20.0％

30.0％

脳卒中 心臓病 がん 呼吸器系の病気 関節の病気 認知症 パーキンソン病 糖尿病

匝瑳市 N=1,369

8.9

18.3

4.6

25.3

9.2

0.6

15.7

0.0％

10.0％

20.0％

30.0％

視覚・聴覚障害 骨折・転倒 脊椎損傷 高齢衰弱 その他 わからない 無回答

20.1

9.9

17.6

10.7

0.6 1.1

16.0
18.7

5.4

0.0％

5.0％

10.0％

15.0％

20.0％

25.0％

配偶者 息子 娘 子の配偶者 孫 兄弟・姉妹 介護の

ｻｰﾋﾞｽﾍﾙﾊﾟｰ

その他 無回答

匝瑳市 N=831

65歳未満

40.7

65～74歳

21.7

75～84歳

16.7

85歳以上

11.2

無回答

9.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

回答

匝瑳市 N=831
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3）介護保険サービス・生活支援サービスについて 

 

図表 介護・介助を受けている内容 

 

 

 

図表 在宅サービスの利用（利用していると回答している方のみ） 

 

  

58.0

49.2

54.3

54.3

46.1

26.1

34.3

40.3

66.7

5.3

7.2

0.0％ 10.0％ 20.0％ 30.0％ 40.0％ 50.0％ 60.0％ 70.0％

買い物

調理

掃除

洗濯

入浴

排泄

着替え

食事

移動、通院

その他

無回答

匝瑳市 N=7,959

7.0

18.8

1.2

8.5

4.5

3.1

51.0

2.7

18.2

1.6

15.6

10.8

1.6

0.1

5.0

0.0％ 10.0％ 20.0％ 30.0％ 40.0％ 50.0％ 60.0％

訪問診療

訪問介護

夜間対応型訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

通所介護（デイサービス）

認知症対応型通所介護

通所リハビリテーション（デイケア）

小規模多機能型居宅介護

短期入所（ショートステイ）

医師や薬剤師などによる療養上の指導（居宅療養管理指導）

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

複合サービス

その他

匝瑳市 N=1,285
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図表 「あったらよい」「利用してみたい」高齢者サービス 

 

生活支援として、移送・送迎サービスが約３割と最も多くなっています。 

 

図表 外出を控えている理由（外出を控えている方のみ） 

 

 外出を控えている理由として、足腰などの痛みが最も多くなっています。 

 

【 課 題 】 

利用者の意向を踏まえたサービスの量や質を確保することや日常生活のさまざまな場面

で支援を必要とする高齢者がおり、様々なニーズを把握し、サービスの充実を図る必要が 

あります。特に、高齢者の移動に関する取組を行う必要があります。 

  

27.6

13.5

11.7

14.2

17.2

1.2

2.1

4.0

43.0

0.0％ 5.0％ 10.0％15.0％20.0％25.0％30.0％35.0％40.0％45.0％50.0％

移送・送迎サービス

安否確認・見守りサービス

家事代行サービス

配食サービス

つどいの場

財産管理

各種助成制度

その他

無回答

匝瑳市 N=7,959

16.5

6.0

53.9

16.0

10.9

9.1

13.7

7.1

16.2

8.6

6.3

0.0％ 10.0％ 20.0％ 30.0％ 40.0％ 50.0％ 60.0％

病気

障害

足腰などの痛み

トイレの心配

耳の障害

目の障害

外での楽しみがない

経済的に出られない

交通手段がない

その他

無回答

匝瑳市 N=2,239
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4）介護予防について 

図表 介護予防教室の認知度 

 

 約半数は知らないと回答しています。 

 

図表 介護予防教室の参加 

 

 参加したくないが約７割となっています。 

 

図表 介護予防教室の内容で関心があるもの 

 

 腰痛・膝痛予防が約３割と最も多く、次にもの忘れ予防（トレーニング）が多くなってい

ます。 

 

【 課 題 】 

介護予防事業の参加対象の高齢者で「知らない」「参加したくない」と考えている人が  

多いことから、介護予防事業の重要性を知ってもらうための情報提供をしていく必要が  

あります。 

知っている

34.5

知らない

55.1

無回答

10.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

回答

匝瑳市 N=7,959

参加したい

19.3

参加したくない

67.8

無回答

12.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

回答

匝瑳市 N=7,959

30.3

16.5

17.9

10.9

5.2

12.0

26.0

39.8

0.0％ 10.0％ 20.0％ 30.0％ 40.0％ 50.0％

腰痛・膝痛予防

転倒・骨折予防

ストレッチ・筋力トレーニング

尿失禁予防

お口の健康

栄養教室

もの忘れ予防（トレーニング）

無回答

匝瑳市 N=7,959



21 

 

5）社会参加・生きがいについて 

 

図表 よく会う知人・友人 

 

 

図表 知人・友人に会う頻度 

 

 よく会う知人友人として近所・同じ地域の人が多く挙げられ、約４割が毎週会っていると

回答しています。 

 

図表 家族や知人・友人以外で相談する相手 

 

そのような人はいないが最も多くなっています。 

  

67.2

11.5

14.1

24.7

29.6

4.9

4.6

8.1

0.0

0.0％ 20.0％ 40.0％ 60.0％ 80.0％

近所・同じ地域の人

幼なじみ

学生時代の友人

仕事での同僚・元同僚

趣味や関心が同じ友人

ボランティア等の活動での友人

その他

いない

無回答

匝瑳市 N=7,959

週４回以上

10.7

週２～３回

17.4

週１回

11.0

月１～３回

22.9

年に数回

15.4

会っていない

11.3

無回答

11.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

回答

匝瑳市 N=7,959

5.4

10.8

7.3

26.0

11.4

3.6

30.3

22.8

0.0％ 5.0％ 10.0％ 15.0％ 20.0％ 25.0％ 30.0％ 35.0％

自治会・町内会・シニアクラブ

社会福祉協議会・民生委員

ケアマネージャー

医師・歯科医師・看護師

地域包括支援センター・市役所

その他

そのような人はいない

無回答

匝瑳市 N=7,959



22 

 

図表 あなたとまわりの人の「たすけあい」について 

 

 家族の中での助け合いが多いなか、心配事や愚痴を話し合う友人がいるとの回答が多く 

なっています。 

  

 

【 課 題 】 

近所・同じ地域の人を介することで高齢者の地域への社会参加を促すことができると  

考えられます。また、家族以外での相談相手が少ないことから、地域の中で高齢者が社会  

参加できる仕組みを充実させていく必要があります。 

 

 

 

  

（％）

配
偶
者

同
居
の
子
ど
も

別
居
の
子
ど
も

兄
弟
姉
妹
・

親
戚
親
・
孫

近
隣

友
人

そ
の
他

そ
の
よ
う
な

人
は
い
な
い

無
回
答

心配事や愚痴を
聞いてくれる人

49.5 31.7 27.8 33.1 13.5 31.6 2.0 4.5 8.4

心配事や愚痴を
聞いてあげる人

44.9 24.9 24.7 32.6 16.1 32.7 1.6 8.5 11.1

看病や世話を
してくれる人

52.3 40.6 27.2 20.3 2.0 4.2 2.1 3.5 8.1

看病や世話を
してあげる人

49.7 23.8 15.9 22.9 2.8 5.0 2.2 15.4 15.6
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6）健康について 

 

図表 現在治療中、または後遺症のある病気（複数回答） 

 
治療中または後遺症のある病気に高血圧と筋骨格や目の病気が多く挙げられています。 

 

 

 

図表 自身の健康について 

 

健康だと感じている人が７割弱となっています。 

 

 

【 課 題 】 

高齢者が長い期間、元気に生活ができるようにするための、健康維持や介護予防に努めて

いく必要があります。 

 

 

 

  

41.9

4.3
9.3 11.5

8.1
3.8

7.1 5.5

13.4

3.9

0.0％

20.0％

40.0％

高血圧 脳卒中 心臓病 糖尿病 高脂血症 呼吸器の

病気

胃腸・肝

臓・胆の

うの病気

腎臓・前

立腺の

病気

筋骨格の

病気

外傷

匝瑳市 N=7,959

3.3 1.2 1.0 2.8 0.7

16.3

5.5 7.5
10.3 12.6

0.0％

20.0％

40.0％

がん 血液・免

疫の病気

うつ病 認知症 パーキン

ソン病

目の病気 耳の病気 その他 ない 無回答

とても健康

8.9

まあまあ健康

58.7

あまり健康でない

15.1

健康でない

7.3

無回答

10.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

回答

匝瑳市 N=7,959
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7）保険制度の認知度について 

 

図表 地域包括支援センターの認知度 

 

 約半数は知らないと回答しています。 

 

【 課 題 】 

地域包括支援センターは、地域包括ケアシステムにおける中核的な機関として期待   

されます。 

その役割を十分に果たすためには、介護保険制度のしくみや利用方法に関する情報提供に

ついて、これまで以上に取り組み、市民への認知度を高めていく必要があります。 

 

 

 

 

 

  

知っている

35.8

知らない

53.7

無回答

10.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

回答

匝瑳市 N=7,959
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第４節 生活支援についてのアンケート調査結果について 

 

 この調査は、平成２７年度から平成２９年度までの「匝瑳市高齢者福祉計画・介護保険事

業計画」を策定するため、ケアマネジャーの生活支援の実態及びニーズを把握することを目

的として実施しました。 

 

 

1）訪問介護（生活援助）で導入しているサービス 

 

図表 サービス内容 

 

 

      【その他 内訳】 

        洗濯物の取り込み、入浴の準備・片付け、ポータブル処理、衣類の補修、 

認知症の方の服薬確認、入浴一部介助（見守り一部介助、湯張りは自立）、 

        布団干し 

 

 

  

174

65

86

113

65

39

11

8

0 50 100 150 200

そうじ

洗濯

買い物

調理

配膳、後片付け

ゴミ出し

薬取り

その他

調査回答数47件 （件）
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2）インフォーマルサービスについて 

 

図表 利用中のインフォーマルサービス（内容） 

 

 

図表 利用中のインフォーマルサービス（協力者） 

 

 

 

  

8

8

4

0

3

2

9

0

31

0

15

2

5

7

6

6

5

1

1

1

3

1

1

2

1

0 10 20 30 40

見守り・声かけ

訪問・見廻り・安否確認

傾聴・話し相手

交流（自宅外）

ゴミ出し

掃除

掃除（屋外やおおがかりな掃除）

生活消耗品の交換などの軽作業

宅配・配食

移動販売（移動スーパーなど）

支援全般

買い物（同行）

買い物（代行）

移動手段（買い物・通院など外出）

病院（病院同行）

病院（院内介助）

病院（診察券出し・薬取りなど）

病院（入院時付き添い・介助）

服薬の介助など

訪問歯科

訪問利用・美容

緊急時対応（急病・災害時）

緊急通報装置

おむつ支給

金銭管理

（件）

8

8

10

0

5

5

1

12

10

47

0 10 20 30 40 50

家族・親族

友人・知人

近所・近隣住人

ボランティア

社会福祉協議会

民生委員・保健推進委員

警察・駐在

市役所

シルバー人材センター

商店・専門業者

（件）
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3）要望のある、または必要と思われる支援について 

 

図表 支援の要望、または必要と思われるもの 

 

 

【 まとめ 】 

現在、主な生活支援として掃除や調理が挙げられます。インフォーマルサービスとして 

宅配・配食が多いですが、今後は見守りや訪問、移動手段、大掛かりな掃除など、幅広い   

サービスが求められています。 

 

 

 

 

6

10

3

2

10

1

2

2

8

1

12

6

6

5

1

0 5 10 15

見守り・声掛け

訪問・見廻り・安否確認

傾聴・話し相手

ゴミ出し

掃除（屋外や大がかりな掃除・衣替え）

生活消耗品など軽作業

宅配・配食

移動販売（移動スーパーなど）

買い物同行（旅行など含む）

買い物代行

移動手段（買い物・通院など外出）

病院（通院同行）

病院（院内介助）

病院（診察券出し・薬取りなど）

病院（入院時付添い・介助

（件）
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第３章  

 基本理念と計画策定の考え方  
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第１節 基本理念と基本目標 

 

「第５期匝瑳市高齢者福祉計画・介護保険事業計画」では、平成２３年度に策定した「匝

瑳市総合計画中期基本計画」における保健・福祉・医療分野の基本目標である『生きがいに

満ち、笑顔があふれるまちをつくる』と、基本理念である『地域で共に支えあい高齢者の笑

顔があふれるまち』という考えをもとに、高齢者施策に取り組んできました。 

新たに策定する「第 6 期匝瑳市高齢者福祉計画・介護保険事業計画」においても、現行の

基本理念を引き継ぎ、高齢者が自らの能力と活力を十分に発揮し、住み慣れた地域で個人の

尊厳を守られながら自立した生活を送ることができる地域社会の構築を目指します。 

 

 

＜基本理念＞ 

 

 

地域で共に支えあい 

高齢者の笑顔があふれるまち 
 

 

 

＜基本目標＞ 
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第２節 計画策定の考え方 

 

 

高齢者が可能な限り住み慣れた地域で自立した日常生活を営むことができるよう医療、 

介護、介護予防、住まい及び自立した日常生活の支援が包括的に確保される体制を各々の  

地域の実情に応じて構築していくことが必要であることから、介護保険事業計画では、   

第５期から、認知症施策、医療との連携、高齢者の居住に係る施策との連携、生活支援    

サービスなどの地域包括ケアシステムの実現に必要な要素を記載する取り組みを推進して 

いますが、「団塊の世代」が７５歳以上となる平成３７年（２０２５年）に向け、第６期以降

の介護保険事業計画は、これらの取り組みを発展させ、「地域包括ケア計画」として在宅医療・

介護連携の推進等の新しい地域支援事業や新しい総合事業に積極的に取り組み、市町村が 

主体となった地域づくり・まちづくりを本格的に進める計画とする必要があります。 

また、高齢化の更なる進展に伴い今後さらに介護費用の増加が見込まれる中で、制度の  

持続可能性を高めることが重要なことから、保険料の上昇を可能な限り抑えつつ、現役世代

の過度な負担を避けるとともに、高齢者世代内で負担の公平化を図っていくために、６５歳

以上の被保険者のうち一定以上の所得のある方に２割の利用者負担をしていただくことなど、

「費用負担の公平化」を図ることが必要です。 

そのため、各市町村においては、今後の高齢者(被保険者数)の動向を勘案して平成３７  

年度（２０２５年度）の介護需要やそのために必要な保険料水準を推計するとともに、   

それらを踏まえた中長期的な視野に立って、関係者との議論のもと、第６期から第９期に  

おける段階的な充実の方針とその中での第６期の位置づけを明らかにし、第６期の目指す 

目標と具体的な施策を計画に明らかにすることが求められます。 
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シニアクラブ活動の活性化やシルバー人材センターの運営支援による高齢者の就労機会の 

確保などで社会参加の促進を図りました。今後は、高齢者の興味や意欲に応じた場の充実や

知識や能力を発揮する場の充実、「憩いの家」等の集いの場づくり等の生きがいの創出に取り

組む必要があります。 

 

 

 

介護予防の普及啓発及び介護予防が必要な高齢者の把握、地域支援事業及び予防給付に 

よる介護予防の充実に努め、介護予防事業においてはプログラム内容を見直すほか、期間の

拡大、地域において実施する等により参加を促進しました。 

 また、介護予防や日常生活支援に向けた適切なケアマネジメントを実施し居宅介護支援 

事業所との研修等により連携を強化しました。今後は地域で自立した生活を支援するための

介護予防と生活支援の組み合わせやちょっとした生活ニーズに即したサービスなど総合的で

切れ目のない多様なサービスの提供を推進する必要があります。 

 

 

 

 地域包括支援センターの機能の充実や総合相談・生活支援などの周知・充実、関係機関の

連携や認知症対策の推進、一人暮らしの高齢者の見守りネットワークなど、高齢者を地域で

支える、地域包括ケア体制を充実させる取り組みを行いました。今後、高齢者が増加して  

いくことを踏まえ、地域包括ケア体制の充実により取り組んでいく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 高齢者の活躍の場と生きがいの創出 

２ 介護予防の推進と自立支援 

３ 地域包括ケア体制の充実 
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介護が必要になっても、地域で安心して暮らし続けることができるよう、介護保険サービ

スの質と量の確保と、介護保険制度の周知・啓発活動、そして各種生活支援サービスの充実

と周知を図りました。  

各事業とも概ね良好な結果でしたが、市民意向調査結果から介護保険制度のしくみや  

サービスの利用方法に関する情報提供を望む声が多くあることなど、一部に課題の残る事業

がありました。今後も、引き続き、介護保険サービスと生活支援サービスの充実に取り組ん

でいく必要があります。 

 

 

 

権利擁護に関する相談窓口の充実に努めるとともに、成年後見制度の周知及び利用促進を

図りました。また、高齢者虐待防止に関する意識啓発・虐待対応体制の整備・高齢者の保護

や介護者への支援・本人や家族に対する理解啓発にも取り組みました。引き続き高齢者の  

虐待実態の理解と成年後見制度の利用促進を取り組むとともに、関係機関のネットワークを

構築し予防を含めた支援体制を推進する必要があります。 

  

４ 介護保険サービスの充実 

５ 高齢者の虐待防止と権利擁護 
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 国の基本的な考え方を踏まえて、第５期で開始した地域包括ケア実現のための方向性を 

継承しつつ、平成３７年度（２０２５年度）までの中長期的な視野に立った施策を行ってい

く必要があることから、高齢者の現状および、アンケート結果等を踏まえ、先に挙げた以下

の４点を基本目標として地域包括 ケアシステムの構築を進めていきます。 

 

 

 

 

 

高齢者が培った知識や経験、技能等を発揮する場の創出、体力や志向に応じた生きがい  

活動の充実と、高齢者の状態に応じた適切な介護予防により、要介護状態への移行を未然に

防ぐ取り組みを行います。 

 

 

 

 

 

高齢者が地域で暮らし続けることができるよう、医療の介護の連携や認知症対策の推進等

を図りながら、地域包括ケアシステムの構築を推進します。 

 

 

 

 

 

一人暮らし高齢者の見守り、高齢者虐待防止など、高齢者の安心・安全を確保するための

見守りネットワークの仕組みづくりを推進します。 

 

 

 

 

 

利用者のきめ細かなニーズに対応できるよう、サービス提供体制の確保および質の向上を

図り、安心してサービスが利用できる体制と仕組みづくりを推進します。 

 

 

 

 

基本目標１  

高齢者の生きがいづくりと介護予防の推進 

基本目標２  

地域包括ケアシステムの構築 

基本目標３  

高齢者を見守るまちづくり 

基本目標４  

介護保険サービスの充実 
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図表 地域包括ケアシステムの姿 
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 日常生活圏域とは、住民の生活を支援する基盤を身近な生活圏域で整備するために、地理

的条件や人口、交通事情などを勘案して、市をいくつかの地域に分けたものです。 

 本市では平成１８年度より市域を西地区・東地区・南地区の３つの日常生活圏域に分け、

高齢者福祉計画・介護保険事業計画を推進してきましたが、圏域ごとにサービスの偏りがあ

ることや市内どこでも 30 分程度で移動が可能であることから、地域包括支援センターを中心

に、医療、介護、予防、住まい、生活支援サービスを切れ目なく提供できる体制を全市的に

一体に整備するため、第６期計画から市内全域を１つの地区に設定します。 

 

 

図表 主な施設の所在地 

 

 

 

 

 

特別養護老人ホーム太陽の家 

匝瑳市役所（地域包括支援センター） 

匝瑳市介護老人保健施設         
そうさぬくもりの郷 

特別養護老人ホーム瑞穂園 

特別養護老人ホーム花園 

九十九里ホーム病院 
特別養護老人ホーム松丘園 

介護老人保健施設ミス・ヘンテ記念ｹｱセンター 

 

国保匝瑳市民病院 

社会福祉法人匝瑳市社会福祉協議会 

守医院 



36 

 

第３節 施策体系 

 

「地域で共に支えあい高齢者の笑顔あふれるまち」を目指して取り組みを進めるため、施

策体系を以下のとおりとします。 

 

１．高齢者の生きがいづくりと 

介護予防の推進 

施 策 

（１）社会参加の促進 

（２）生きがいづくりの推進 

（３）介護予防事業の充実 

（４）適切な介護予防ケアマネジメント 

高齢者が培った知識や経験、技能等を発揮 

する場の創出、体力や志向に応じた生きがい 

活動の充実と、高齢者の状態に応じた適切な 

介護予防により、要介護状態への移行を未然

に防ぐ取り組みを行います。 

  

２．地域包括ケアシステムの構築 

 

施 策 

（１）高齢者への生活支援 

（２）在宅医療と介護連携の推進 

（３）関係機関との連携強化 

（４）介護家族に対する支援の充実 

（５）認知症対策の推進 

高齢者が地域で暮らし続けることができ

るよう、医療の介護の連携や認知症対策の推

進等を図りながら、地域包括ケアシステムの

構築を推進します。 

 

  

３．高齢者を見守るまちづくり 

 

施 策 

（１）一人暮らし高齢者を見守る 

仕組みづくり 

（２）高齢者虐待の防止など高齢者の 

権利擁護の推進 

（３）成年後見制度の周知と利用促進 

（４）安心・安全対策の推進 

一人暮らし高齢者の見守り、高齢者虐待防

止など、高齢者の安心・安全を確保するため

の見守りネットワークの仕組みづくりを推

進します。 

 

  

４．介護保険サービスの充実 

 

施 策 

（１）介護保険サービス提供基盤の充実 

（２）介護支援専門員へのサポートの充実 

（３）介護人材の確保 

（４）費用負担の公平化 

利用者のきめ細かなニーズに対応できる

よう、サービス提供体制の確保および質の向

上を図り、安心してサービスが利用できる体

制と仕組みづくりを推進します。 
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第４章  

 高齢者福祉施策の推進  
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第１節 高齢者の生きがいづくりと介護予防の推進  

 

 

１．高齢者の生きがいづくりと 

介護予防の推進 

施 策 

（１）社会参加の促進 

（２）生きがいづくりの推進 

（３）介護予防事業の充実 

（４）適切な介護予防ケアマネジメント 

高齢者が培った知識や経験、技能等を発揮 

する場の創出、体力や志向に応じた生きがい 

活動の充実と、高齢者の状態に応じた適切な 

介護予防により、要介護状態への移行を未然

に防ぐ取り組みを行います。 

 

 

【主な事業】 

施策 主な事業 

（１） 

社会参加の促進 

シニアクラブ活動の活性化支援 

シルバー人材センターの運営支援 

（２） 

生きがいづくりの推進 

興味や意欲に応じた学習の場の充実 

高齢者の知識や能力を発揮する場の充実 

「憩いの家」等の集いの場づくりの推進 

（３） 

介護予防事業の充実 

介護予防普及啓発事業 

地域介護予防活動支援事業 

二次予防事業対象者把握事業（平成２８年度まで） 

通所型介護予防事業 

介護予防・生活支援サービス事業（平成２９年度から） 

一般介護予防事業（平成２９年度から） 

（４） 

適切な介護予防ケアマネジメント 
介護予防プラン作成 

 

  



38 

 

 

１）シニアクラブ活動の活性化支援 

シニアクラブは、地域の高齢者が生きがいと健康づくり、仲間づくりを基礎に、相

互に支え合い楽しいクラブづくり、社会貢献するクラブづくりを目指して活動して  

います。団塊の世代を中心にシニアクラブ活動の活性化を図ります。 

    

 

 

２）シルバー人材センターの運営支援 

高齢者が働くことを通じて、健康を保持し生きがいをもち地域社会に貢献するとい

う『自主・自立・共働・共助』の理念を基本としてシルバー人材センターの運営を   

支援します。高齢者の就業機会の確保に努めます。 

 

 

 

 

 

１）興味や意欲に応じた学習の場の充実 

高齢者が趣味や興味に応じて学習することができる機会の充実を図るとともに、  

市が開催する講座などへの参加促進を図っていきます。 

 

 

２）高齢者の知識や能力を発揮する場の充実 

    高齢者の経験や生涯学習などで得た知識や技術を地域活動に還元する取組みを  

進めます。 

 

 

３）「憩いの家」等の集いの場づくりの推進 

    地域と連携・協力しながら空きスペースを活用して、高齢者が気軽に集うことが  

できる「憩いの家」等の集いの場づくりを推進します。 

シニアクラブ活動の推進の目標

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

 シニアクラブ数 126 124 120 123 126 130

シニアクラブ会員数（人） 6,440 6,209 5,999 6,100 6,200 6,300

実　績 目　標
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１）介護予防普及啓発事業 

    ６５歳以上の全ての高齢者が、介護予防に向けて自主的な取り組みができるように、

介護予防に関する基本的な知識・情報の普及啓発を行います。 

    

※平成 29 年度からは介護予防・日常生活支援総合事業に移行します。 

 

２）地域介護予防活動支援事業 

    住み慣れた地域で、自分らしくいきいきとした生活が送れるように、身近な地区で

の住民の自主的な介護予防活動を支援します。また、地域で介護予防のために活動  

するボランティアの育成・支援を行っていきます。 

 ※平成 29 年度からは介護予防・日常生活支援総合事業に移行します。 

 

３）二次予防事業対象者把握事業 

日常生活圏域ニーズ調査等の結果から、二次予防事業対象者を把握し介護予防支援

へとつなげていきます。 

    

※平成 29 年度からは介護予防・日常生活支援総合事業に移行します。 

 

４）通所型介護予防事業 

高齢者が元気でいきいきと暮らせるよう、介護予防、健康づくり等について知識・

技術の習得を目的に開催します。 

    

※平成 29 年度からは介護予防・日常生活支援総合事業に移行します。 

介護予防教室の実績と目標

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

 参加人数（人） 656 834 953 950 950 ―※

実　績 目　標

二次予防事業対象者把握事業の実績と目標

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

 把握人数(人) 2,000 3,247 7,010 100 100 ―※

実　績 目　標

通所型介護予防事業の実績と目標

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

 参加実人数（人） 52 39 38 36 36 ―※

 参加延人数（人） 400 442 440 440 440 ―※

実　績 目　標
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５）介護予防・生活支援サービス事業〈新規事業〉（平成29年度～） 

要支援１及び２に認定されている人の訪問介護、通所介護のサービスは、国が一律

に決めている基準のサービスから地域の実情に合わせて提供する介護予防・生活支援

サービス事業へ移行します。また、二次予防事業で実施していた通所型介護予防事業、

訪問型介護予防事業についても介護予防・生活支援サービス事業へ移行します。 

本市においても、高齢者の方が地域の中で安心して生活できるよう、訪問型    

サービス、通所型サービス、その他の生活支援サービス等のサービス提供体制を構築

していきます。また、要支援者等に対し、その状態やおかれている環境等に応じて本

人が自立した生活を送ることができるようケアプランを作成する介護予防ケアマネジ

メントの充実に努め、スムーズに介護予防・生活支援サービス事業へ移行していくこ

とを目指します。 

 

 

６）一般介護予防事業〈新規事業〉（平成２９年度～） 

一般介護予防事業は、地域支援事業の介護予防・日常生活支援総合事業として、  

65歳以上の全ての高齢者を対象とした一次予防事業と介護が必要な状態になるおそれ

の高い方を対象とした二次予防事業を区別せずに、地域の実情に応じた効果的・   

効率的な介護予防の取り組みとして推進します。 

 

 

 

 

 

１）介護予防プラン作成 

地域の高齢者ができる限り寝たきり等の要介護状態にならないための適切な介護 

予防サービスを利用できるよう介護予防プランを作成します。地域包括支援センター

において、介護予防や日常生活支援に向けた適切なケアマネジメントを実施します。 

    

※介護予防給付の訪問介護と通所介護が介護予防・日常生活支援総合事業に移行します。 

 

 

 

介護予防給付管理数

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

 自機関の管理数（件） 1,065 1,102 1,300 1,400 1,500 1,050

 委託先の管理数（件） 1,557 1,827 1,950 2,100 2,250 1,575

計 2,622 2,929 3,250 3,500 3,750 2,625

実　績 目　標



41 

 

第２節 地域包括ケアシステムの構築  

 

２．地域包括ケアシステムの構築 

 

施 策 

（１）高齢者への生活支援 

（２）在宅医療と介護連携の推進 

（３）関係機関との連携強化 

（４）介護家族に対する支援の充実 

（５）認知症対策の推進 

高齢者が地域で暮らし続けることができ

るよう、医療と介護の連携や認知症対策の推

進等を図りながら、地域包括ケアシステムの

構築を推進します。 

 

【主な事業】 

施策 主な事業 

（１） 

高齢者への生活支援 

地域包括支援センターの機能強化 

総合相談支援事業 

生活管理指導短期宿泊事業 

外出支援サービス事業 

訪問理容サービス事業 

ホームヘルパー派遣事業 

配食サービス事業 

寝具洗濯機乾燥消毒サービス 

はり・きゅう・マッサージ等施術の利用助成 

ふれあいデイサービス事業 

（２） 

在宅医療と介護連携の推進 

地域の医療・介護サービス資源の把握 

在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応の協議 

在宅医療・介護サービスの情報の共有支援 

在宅医療・介護関係者の研修 

地域住民への普及活動 

（３） 

 関係機関との連携強化 

社会福祉協議会との協働 

地域ケア会議の開催 

包括的・継続的ケアマネジメント業務 

（４） 

介護家族に対する支援の充実 

家族介護教室事業 

紙おむつ給付事業 

家族介護慰労金支給事業 

（５） 

認知症対策の推進 

正しい知識の普及啓発・認知症予防 

認知症相談の充実 

認知症初期集中支援チームの設置 

認知症ケアパスの普及 

高齢者ＳＯＳネットワーク（徘徊高齢者早期発見ネットワーク）

事業 

認知症サポーター養成講座の開催 



42 

 

 

１）地域包括支援センターの機能強化 

地域包括支援センターは、平成２７年度から、新たに「在宅医療・介護連携の推進」

「認知症施策の推進」「地域ケア会議の推進」「生活支援サービスの体制整備」を担う

こととなっています。 

 高齢者が住みなれた地域で安心して過ごすことができるように、地域の最前線に立

ち、高齢者の総合相談、権利擁護、介護予防のケアマネジメント及び地域ケア会議等

を通じたケアマネジメント支援等を業務として、地域包括ケアシステム構築へ向けた

中核的な機関であるとして体制強化を図っていきます。 

 

 

２）総合相談支援事業 

地域の高齢者や家族に対し、介護保険サービスをはじめ保健福祉サービス、権利  

擁護、介護予防等の総合的な相談に対応できるように、地域包括支援センター、在宅

介護支援センター、民生委員児童委員等が連携を密にし、きめ細かな相談支援を   

行っていきます。 

地域包括支援センターおよび在宅介護支援センターにおいて実施している高齢者や

介護家族に対する総合的な相談窓口の周知・啓発に努めます。また、地域に点在する

各相談支援機関との連携を深め、つながりやすい相談支援体制を図ります。 

 

 

３）生活管理指導短期宿泊事業 

家族の都合や体調を崩したりして、一時的に在宅での生活が困難となった高齢者に

対して、短期間の宿泊により日常生活に対する指導や体調調整を行います。 

    

 

 

 

 

 

 

 

生活管理指導短期宿泊事業の実績と目標

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

 実利用者数(人) 2 4 4 5 6 7

 延べ提供量(日) 67 95 96 97 98 99

実　績 目　標
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４）外出支援サービス事業 

車椅子やねたきり等の方で、医療機関への通院が必要な方に対して、リフト付き  

車両での送迎を行います 

    

 

５）訪問理容サービス事業 

理容院に出かけることが困難な方に対し、出張による在宅での理容サービスを行い

ます。（散髪料は実費） 

    

 

６）ホームヘルパー派遣事業 

日常生活を営む上で支障がある、65 歳以上の在宅の高齢者に対してホームヘルパー

を派遣し、家事援助・相談等のサービスを行います。 

    

 ※平成 29 年度からは介護予防・日常生活支援総合事業に移行します。 

 

７）配食サービス事業 

食事の調理が困難な方に対して、低栄養状態を改善するため、配食サービスを行い、

併せて安否確認をします。 

    

 ※平成 29 年度からは介護予防・日常生活支援総合事業に移行します。 

 

外出支援サービス事業の目標

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

 利用人数（人） 147 162 170 187 196 206

 延べ回数（回） 2,419 2,659 2,950 3,060 3,213 3,374

実　績 目　標

訪問理容サービス事業の実績と目標

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

 延べ利用者数(人) 5 8 10 10 10 10

実　績 目　標

ホームヘルパー派遣事業の実績と目標

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

 社協ヘルパー実利用者数（人） 8 13 13 14 15 16

 社協ヘルパー延提供量（ｈ） 643 719 730 786 842 898

実　績 目　標

配食サービス事業の実績と目標

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

 実利用者数(人／年平均) 22 13 12 15 17 19

 延べ提供量(回) 1,299 1,083 922 1,140 1,292 1,444

実　績 目　標
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８）寝具洗濯機乾燥消毒サービス 

寝具の衛生管理が困難な方に対し、寝具洗濯乾燥消毒サービスを行います。 

 

 

９）はり・きゅう・マッサージ等施術の利用助成 

70 歳以上の高齢者の方が、はり・きゅう・マッサージ等の施術を受ける際に、費用

の一部を助成する利用券を発行します。 

 

 

１０）ふれあいデイサービス事業 

認知症・うつ、閉じこもりその他の理由により、外出頻度が低く日常生活機能が低

下している方に対し、通所デイサービスを行います。 

    

 ※平成 29 年度からは介護予防・日常生活支援総合事業に移行します。 

 

  

ふれあいデイサービス事業の実績と目標

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

延べ利用者数（人） 856 731 745 760 780 800

実　績 目　標
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在宅医療・介護の連携推進業務は、医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み

慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、在宅医療と介護

サービスを一体的に提供するために、居宅に関する医療機関と介護サービス事業者などの 

関係者の連携を推進します。 

 

１）地域の医療・介護サービス資源の把握 

地域の医療機関、介護事業者等の住所、機能等を調査し、これまでに自治体等で  

把握されている情報と合わせて、マップ又はリストを作成します。作成したマップ等

で、地域の医療・介護関係者や住民に広く周知を行います。 

 

 

２）在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応の協議 

地域の医療機関・ケアマネジャー等介護関係者等が参画する会議を開催し、在宅  

医療・介護連携の現状と課題の抽出、解決策等の協議を行っていきます。 

 

 

３）在宅医療・介護サービスの情報の共有支援 

地域連携パス（在宅医療を行う医療機関や介護事業所等の情報を含む）等の情報  

共有ツールを活用し、地域の医療・介護関係者等の間で、事例の医療、介護等に    

関する情報を共有し、在宅での看取りや急変時の対応ができるよう支援します。 

 

 

４）在宅医療・介護関係者の研修 

地域の医療関係者に介護に関する研修会の開催、介護関係者に医療に関する研修会

や多職種連携の実際等についてグループワーク等の研修を行っていきます。 

 

 

５）地域住民への普及活動 

在宅医療・介護サービスに関する講演会開催やパンフレットの作成・配布等により、

地域住民の在宅医療・介護連携についての周知を図っていきます。 
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１）社会福祉協議会との協働 

地域福祉の推進の担い手となる社会福祉協議会と地域における課題を共有し、解決

に向け、協働で取り組むことができる連携体制の更なる強化を図ります。 

 

 

２）地域ケア会議の開催 

介護支援専門員からの困難事例の相談や総合相談業務から抽出された個別ケースに

ついて、多職種協働により、高齢者の自立支援に資するケアマネジメント支援を   

行います。また、地域の個別課題を積み上げることにより、地域課題の把握や地域  

づくり等につなげ、地域包括ケアシステムを構築していきます。 

 

 

３）包括的・継続的ケアマネジメント業務 

地域のケアマネジャーが円滑に仕事ができるよう支援や指導を行います。また、  

より暮らしやすい地域にするため、医療機関を含め、さまざまな関係機関とのネット

ワーク作りに力を入れていきます。 

 

 

 

 

 

１）家族介護教室事業 

家族の介護をしている人、介護に関心がある人（介護専門職の人は除く）を対象に、

家族介護教室を開催します。 

 

 

２）紙おむつ給付事業 

在宅の 65歳以上の要介護認定者に対し、紙おむつを給付します。 

 

 

３）家族介護慰労金支給事業 

在宅の要介護者を介護している家族に対し、精神的及び経済的負担の軽減を図る 

ため、要介護者の在宅での生活を支援する家族介護慰労金を支給します。 
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１）正しい知識の普及啓発・認知症予防 

認知症に対する誤解や偏見をなくし、早期発見による治療を促進するとともに、  

認知症予防の生活習慣が身につくように、認知症予防教室の開催などを行い、正しい

知識の普及啓発を図っていきます。 

 

２）認知症相談の充実 

認知症相談の充実を図るために、医療機関、介護サービス事業所、認知症サポータ

ーなど、認知症の人を支援する機関や関係者同士の連携を図っていきます。 

また、認知症の人やその家族、地域住民などが集う認知症カフェの開催を引き続き

支援していきます。 

 

３）認知症初期集中支援チームの設置 

認知症の人やその家族に早期に関わる「認知症初期集中支援チーム」を配置し、  

早期診断・早期対応に向けた支援体制の構築を図ります。 

認知症初期集中支援チームは、複数の専門職が認知症の疑われる人、認知症の人と

その家族を訪問し、認知症の専門医による鑑別診断等をふまえて、観察・評価を行い、

本人や家族支援などの初期の支援を包括的・集中的に行い、自立生活のサポートを  

行ないます。 

 

４）認知症ケアパスの普及 

実際に認知症を発症した場合は、その状態にあわせ、いつ、どこで、どのような   

医療・介護サービスを受けられるか、具体的な内容の提示となる「認知症ケアパス」

を作成し、普及させていきます。認知症に対する市の地域資源を体系的にまとめ、  

認知症施策の基盤作りにつながるものです。 

 

５）高齢者ＳＯＳネットワーク（徘徊高齢者早期発見ネットワーク）事業 

高齢者が徘徊等により一時的所在不明になった際に、関係団体、市内協力店を活用

した高齢者徘徊の発生時における早期発見体制に取り組んでいきます。また、徘徊の

おそれのある者の事前登録や事前把握の他、継続的な相談支援をしていきます。 

 

６）認知症サポーター養成講座の開催 

認知症の人が地域で安心して暮らしていくためには子供から大人まで幅広い世代で

の理解が必要です。認知症の人やその家族を温かく見守る「認知症サポーター養成  

講座」「認知症ジュニアサポーター養成講座」に引き続き取り組み、認知症の人を地域

全体で支えられる体制を整えていきます。 
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第３節 高齢者を見守るまちづくり  

 

 

３．高齢者を見守るまちづくり 

 

施 策 

（１）一人暮らし高齢者を見守る 

（１）仕組みづくり 

（２）高齢者虐待の防止など高齢者の 

権利擁護の推進 

（３）成年後見制度の周知と利用促進 

（４）安心・安全対策の推進 

一人暮らし高齢者の見守り、高齢者虐待防

止など、高齢者の安心・安全を確保するため

の見守りネットワークの仕組みづくりを推

進します。 

 

 

【主な事業】 

施策 主な事業 

（１） 

一人暮らし高齢者を見守る 

仕組みづくり 

高齢者を見守るネットワークの構築 

緊急通報装置設置事業 

緊急医療情報キット配布事業 

（２） 

高齢者虐待の防止など高齢者の 

権利擁護の推進 

高齢者虐待防止に関する意識啓発 

虐待対応体制の整備 

高齢者虐待防止ネットワークづくり 

消費者被害の発生予防と支援体制の整備 

（３） 

成年後見制度の周知と利用促進 

成年後見制度の周知 

成年後見制度の利用支援 

（４） 

安心・安全対策の推進 

防災知識の普及及び情報提供 

防犯知識の普及 

災害時要援護者の把握と対策 
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年々増加するひとり暮らしの高齢者などが地域で孤立せず、自立して安心した生活を継続

でき、要介護状態への移行を防ぐ観点から、健康管理や閉じこもりの防止、地域での見守り

などの仕組みづくりを促進します。 

 

 

１）高齢者を見守るネットワークの構築 

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるには、身近な地域の

人々や関係団体、関係機関の声かけや訪問などの安否確認により、早期に問題が発見

されることが必要です。   

また、その支援等を迅速かつ効果的に行っていけるような高齢者を見守るネット 

ワークを構築していきます。 

 

 

２）緊急通報装置設置事業 

65 歳以上のひとり暮らし高齢者等に対し、緊急通報装置を貸与することにより、 

急病や事故その他の理由で緊急に他の者の援助が必要となった場合の迅速な対応を 

図っています。 

    

 

 

３）緊急医療情報キット配布事業 

    自宅で急に倒れてしまって救急車を呼んだ時などに、必要なことをきちんと救急隊

員などに伝えるためのキットを 65 歳以上のひとり暮らし高齢者に対し配布し、迅速

な対応できるよう図っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

緊急通報装置設置事業の設置と目標

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

 実利用者数（人） 117 113 117 120 123 126

実　績 目　標
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１）高齢者虐待防止に関する意識啓発 

広く市民や各種団体、関係機関等に対し、広報、ホームページ、パンフレット等を

通して高齢者虐待について周知していくとともに、高齢者虐待防止・早期発見のため

に地域でできることについて啓発を行い、高齢者の人権や虐待防止の意識を高めて 

いきます。 

 

２）虐待対応体制の整備 

高齢者虐待を防止するために、「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等

に関する法律」や虐待防止の普及啓発を行い、虐待予防や早期発見を行うとともに、

適切・迅速な支援に向けて、相談体制の充実に努めます。 

 

３）高齢者虐待防止ネットワークづくり 

高齢者虐待の防止や早期発見、適切な支援を行うため、高齢者の権利擁護を協議  

するネットワークを構築し、関係機関や諸団体との連携協力体制を整備します。 

 

４）消費者被害の発生予防と支援体制の整備 

地域の高齢者が被害にあわないために自ら問題意識を高められるよう啓発すると 

ともに、関係機関と連携して被害の未然防止と早期発見に向けた支援体制を構築して

いきます。 

 

 

 

１）成年後見制度の周知 

成年後見制度に関する相談窓口の充実に努めるとともに、関係機関や諸団体、市民

に対し、成年後見制度の周知を図ります。 

 

２）成年後見制度の利用支援 

判断能力・意思能力の低下した高齢者等で財産管理・契約行為に支障をきたす場合、

成年後見制度の申し立て支援を行っていきます。必要と認められた際には、市長申立

てによる申し立て支援を行います。 

また、市民後見人の育成と支援組織の体制整備に努めていきます。 
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災害発生時に身体機能が低下している高齢者を守るため、家庭や地域における防災対策を

推進するとともに、地域の防犯体制の向上と防犯対策の強化を図るため、行政や市民、地域

の団体、関係機関等の理解と協力を得ながら、地域ぐるみの取り組みとして展開できるよう

に努めます。 

 

 

１）防災知識の普及及び情報提供 

様々な機会をとらえて防災知識の普及啓発に取り組み、市民の防災意識の高揚を 

図っています。また、防災に関する情報提供を推進し、いざというときに適切かつ  

迅速に行動できるよう目指します。 

 

 

２）防犯知識の普及 

防犯教室の開催や各自治会への自主防犯物品の供与等により、市民の自主防犯意識

の高揚を図るとともに、市・市民・各種団体との協働による犯罪に強い防犯まち   

づくりの実現を目指します。 

 

 

３）災害時要援護者の把握と対策 

災害が発生したときに自力で避難することが困難な人で支援を必要とする人を、 

あらかじめ市が把握し、地域の方々と共有することにより、平常時の防災活動や災害

時における安否確認、避難の誘導等を行います。 
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第４節 介護保険サービスの充実  

 

 

４．介護保険サービスの充実 

 

施 策 

（１）介護保険サービス提供基盤の充実 

（２）介護支援専門員へのサポートの充実 

（３）介護人材の確保 

（４）費用負担の公平化 

利用者のきめ細かなニーズに対応できる

よう、サービス提供体制の確保および質の向

上を図り、安心してサービスが利用できる体

制と仕組みづくりを推進します。 

 

 

【主な事業】 

施策 主な事業 

（１） 

介護保険サービス提供基盤の充実 

介護給付等費用適正化事業 

広報の充実 

サービス提供事業者情報の公表 

介護保険施設等の整備 

（２） 

介護支援専門員へのサポートの充実 

介護支援専門員の資質の向上 

介護支援専門員に対する相談・支援 

（３） 

 介護人材の確保 

事業者に対する指導・助言 

介護サービス提供中の事故への適切な対応の促進 

立入り調査権の効果的な行使 

事業者間の情報交換や研修等開催の充実 

（４） 

費用負担の公平化 

低所得者の保険料軽減を拡充 

一定以上の所得のある利用者の自己負担を引き上げ 

低所得の施設利用者の食費・居住費を補填する「補足給付」に 

資産要件を追加 
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地域包括支援センターを拠点に、保健・医療・福祉・介護の関係機関が連携し、情報の   

共有化を行い、介護や支援を必要とする高齢者等の早期発見、適切な指導やサービスの提供、

継続的なケアなどの体制づくりに努めていきます。また、需要の高まりに応じた介護保険   

サービス基盤の強化に努めるとともに、サービスの質の向上に努めます。 

 

１）介護給付等費用適正化事業 

介護給付等費用適正化事業は、利用者に対する適切な介護サービスを確保すると 

ともに、介護報酬請求内容の点検等の実施により介護給付等に要する費用が適正な 

ものとなることを目的としています。同時に、介護保険料の増大を抑制にすることに

も通じ、持続可能な介護保険制度の構築に資するものです。 

本市では、国の指針に基づき千葉県が示す「千葉県における介護給付適正化の取扱

方針」に沿って真に必要な介護サービス以外の不要なサービスが提供されていないか

を検証し、制度の趣旨や良質な事業展開のために必要な情報の提供、利用者に適切な

サービスを提供できる環境の整備を実施し、より一層の推進を図ります。 

 

２）広報の充実 

高齢者やその家族に介護保険制度の内容・利用の方法などが十分に理解されるよう、

広報の充実に努めます。 

 

３）サービス提供事業者情報の公表 

千葉県内の介護保険の指定を受けた介護サービス事業所の一覧について、厚生労働

省が管理運営し、事業者の概要や特色、運営状況等が確認できる「介護サービス情報

公表システム」や、千葉県が管理運営し、千葉県内の介護保険の指定を受けた介護  

サービス事業所を掲載している「ちば福祉ナビ」についても、市のウェブサイトにて

閲覧できるようにします。 

 

４）介護保険施設等の整備 

住み慣れた地域において安心して暮らし続けることができるよう、特にニーズの 

高い介護老人保健施設やグループホームの整備を図ります。 

     

具体的整備内容

介護老人保健施設

グループホーム

該当サービス
計画年度及び整備内容

整備内容

1ヶ所　定員80名

1ヶ所　2ユニット　定員18名

予定年度

平成29年度

平成29年度
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介護支援専門員の資質を高めるための取組みの充実を図るとともに、主任介護支援専門員

と協働し、相談・指導および困難事例に対する助言などを行います。 

 

１）介護支援専門員の資質向上 

居宅介護支援事業所の主任介護支援専門員と協働し、事例検討会の開催や介護支援

専門員連絡会における研修会など後方支援を行います。 

 

 

２）介護支援専門員に対する相談・支援 

個々の介護支援専門員が抱える困難事例への対応について顔の見える相談しやすい

関係作りと一人体制の介護支援専門員に対しての相談会を継続し、孤立防止に努め  

ます。 

また、支援の基盤となるネットワーク構築については、医療機関をはじめとする  

関係機関との連携を深めるために、医療と介護の連携会議など地域ケア会議を有効 

活用していきます。 

 

 

 

 

介護保険制度への信頼を維持していくとともに、多様化するニーズに対応した質の高いサ

ービスを提供するため、介護給付適正化事業の実施や事業者への指導・監督等により、介護

保険サービスの質の向上に努めます。 

 

１）事業者に対する指導・助言 

介護サービスに関する苦情・通報等については、適切な把握及び分析を行い、必要

に応じて事業者に対する指導を行います。 

また、介護サービス事業者が法令等を遵守し、不正行為を未然に防ぐためにも、  

業務管理体制に関する監督を行っています。 

 

 

２）介護サービス提供中の事故への適切な対応の促進 

ホームヘルパーや介護支援専門員、保健師、社会福祉士など介護に関する専門的  

人材の養成および資質の向上に努めます。 
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３）立入り調査権の効果的な行使 

地域密着型サービス事業者を中心に、制度改正等に関する説明を行う「集団指導」

や、サービスの取扱い及び介護報酬請求等に関することについて事業者および従事者

に周知を行う「実地指導」を実施します。 

 

  

４）事業者間の情報交換や研修等開催の充実 

介護保険制度改正に伴う介護保険事業者向け研修について、事業者連絡会と連携 

して実施し、障害のある高齢者に対して適切なサービス提供が行えるように、障害の

状態に応じたケアなどの研修・指導の充実を図っています。 

 

 

 

  

保険料の上昇を可能な限り抑えつつ、高齢者世代内で負担の公平化を図っていくため、  

また、介護保険制度を持続可能なものとするために、今期計画では、低所得者の保険料軽減

の拡充や、所得や資産のある方の利用者負担が見直されます。 

 

 

１）低所得者の保険料軽減を拡充 

介護サービス給付費や地域支援事業費の財源である５０%の公費負担分に加えて 

新たに別枠で公費を投入し、低所得者の保険料の軽減割合を拡大します。 

 

 

２）一定以上の所得のある利用者の自己負担を引き上げ 

国の定める所得水準により、対象者はサービス利用時の自己負担額が２割に引き 

上げられます。 

ただし、月額上限が設けられているため、負担割合が２割となっても、対象者全員

の負担が必ず２倍となるものではありません。 

 

 

３）低所得の施設利用者の食費・居住費を補填する「補足給付」に資産要件を追加 

「補足給付」が受けられる要件に、新たに国の定める預貯金額等の基準を満たして

いることが加わります。 
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第５章  

 介護保険事業の推進  
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第１節 推計の手順 

 

第６期（平成２７年～２９年）及び平成３２年、平成３７年の介護保険サービス量は、次

のようなステップを経て算出、検討を加え確定しました。 

 

 

 

  

  

人口・被保険者数の推計 

 近年（平成２４年～２６年の各年９月末）の実績を基に、  
性別・年齢別の将来人口推計を行い、被保険者数を  
推計しました。 

要支援・要介護認定者数の推計 

 平成２４～２６年の各年９月末の要支援・要介護認定者数
の実績を、厚生労働省より示されたワークシートに入力し、 
平成２７～２９年度及び平成３２・３７年度の認定者数を推計
しました。 

各サービス使用状況の分析 

 平成２４～２６年度のサービス給付分析を行い、利用回数
や利用人数等のデータから、今後の需要動向を検討しまし
た。 

各サービス見込量の算出 

 厚生労働省より示されたワークシートに、推計人口、要支
援・要介護認定数、施設・居住系サービス及び居宅サービ
ス等の利用見込み等を入力し、平成２７年～２９年度及び 
平成３２・３７年度のサービス見込量を算出しました。 
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  単位：人 

 
第５期 第６期 

平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 

総 人 口 39,745  39,322  38,934  37,424  36,962  36,500  

 第１号被保険者 11,080  11,326  11,477  11,922  12,009  12,095  

  前期（６５～７４歳） 4,992  5,226  5,400  5,665  5,753  5,840  

  後期（７５歳以上） 6,088  6,100  6,077  6,257  6,256  6,255  

 第２号被保険者（４０～６４歳） 13,946  13,705  13,505  12,937  12,684  12,431  

高齢化率 27.9％  28.8％  29.5％  31.9％  32.5％  33.1％  

 

 

 

      単位：人 

 
第５期 第６期 

平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 

要支援１ 195  206  234  273  303  333  

要支援２ 149  176  164  154  146  144  

要介護１ 341  367  401  451  482  510  

要介護２ 270  288  302  325  341  372  

要介護３ 225  260  253  260  254  249  

要介護４ 243  226  264  315  360  411  

要介護５ 199  177  176  184  183  188  

合計 1,622  1,700  1,794  1,962  2,069  2,207  
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第２節 介護サービス給付の推移と見込み 

 

サービス名 
予防給付 

要支援１、２の人 

介護給付 

要介護１～５の人 

居
宅
（
介
護
予
防
）
サ
ー
ビ
ス 

(1) 訪問介護 ○ ○ 

(2) 訪問入浴介護 ○ ○ 

(3) 訪問看護 ○ ○ 

(4) 訪問リハビリテーション ○ ○ 

(5) 居宅療養管理指導 ○ ○ 

(6) 通所介護 ○ ○ 

(7) 通所リハビリテーション ○ ○ 

(8) 短期入所生活介護 ○ ○ 

(9) 短期入所療養介護 ○ ○ 

(10) 特定施設入居者生活介護 ○ ○ 

(11) 福祉用具貸与 ○ ○ 

(12) 特定福祉用具販売 ○ ○ 

(13) 住宅改修 ○ ○ 

(14) 介護予防支援・居宅介護支援 ○ ○ 

地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス 

(15) 定期巡回・随時対応型訪問介護看護  ○ 

(16) 夜間対応型訪問介護  ○ 

(17) 小規模多機能型居宅介護 ○ ○ 

(18) 認知症対応型通所介護 ○ ○ 

(19) 認知症対応型共同生活介護 ○ ○ 

(20) 地域密着型特定施設入居者生活介護  ○ 

(21) 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護  ○ 

(22) 複合型サービス  ○ 

(23) 地域密着型通所介護（仮称）  ○ 

施
設
サ
ー
ビ
ス 

(24) 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）  ○ 

(25) 介護老人保健施設  ○ 

(26) 介護療養型医療施設  ○ 
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（１） 訪問介護 

ホームヘルパーが居宅を訪問し、入浴、排泄、食事などの身体介護や調理、洗濯などの   

生活援助を行います。通院などを目的とした乗降介助も利用できます。 

  

（注）平成 27 年 4 月の介護保険法改正により、本市では平成 29 年 4 月までに、（全国一律の）予防給付の訪問   

介護が、（市が地域の実情に応じた取組みを実施する）地域支援事業によるサービス提供へと移行する予定で

あり、既存の介護事業所による既存のサービスに加えて、多様な主体により、高齢者を支援していくことと

なります。予防給付も地域支援事業も、介護保険の中で運営されます。 

（２） 訪問入浴介護 

介護職員と看護職員が家庭を訪問し、浴槽を提供しての入浴介護をします。 

  

（３） 訪問看護 

疾患などを抱えている人について、看護師などが居宅を訪問して、療養上の世話や診療の

補助をします。 

  

 

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成37年

単位 見込み

予防給付 人/月 94 109 112 122 133 146 0

回/年 69,330 71,869 89,271 88,529 90,128 88,438 134,196

人/月 250 235 262 283 286 288 332

実績 計画

第5期 第6期

介護給付

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成37年

単位 見込み

回/年 46 54 54 98 97 97 107

人/月 1 1 2 2 2 2 2

回/年 3,536 3,148 2,784 2,822 2,692 2,623 2,536

人/月 67 62 55 56 56 56 59

実績 計画

介護給付

予防給付

第5期 第6期

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成37年

単位 見込み

回/年 27 148 42 31 18 1 0

人/月 1 2 1 1 1 1 0

回/年 5,465 6,456 6,921 7,392 7,472 7,458 6,046

人/月 67 65 76 87 92 95 103

第5期 第6期

実績 計画

予防給付

介護給付
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（４） 訪問リハビリテーション 

居宅での生活行為を向上させるために、理学療法士や作業療法士、言語聴覚士が訪問に  

よるリハビリテーションをします。 

  

（５） 居宅療養管理指導 

医師、歯科医師、薬剤師、管理栄養士などが居宅を訪問し、療養上の管理や指導をします。 

  

（６） 通所介護〈デイサービス〉 

通所介護施設で食事、入浴などの日常生活上の支援や生活行為向上のための支援を日帰り

で行います。 

  

（７） 通所リハビリテーション〈デイケア〉 

介護老人保健施設や医療機関などで、食事、入浴などの日常生活上の支援や生活行為向上

のためのリハビリテーションを、日帰りで行います。 

  

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成37年

単位 見込み

回/年 1 46 0 92 94 94 97

人/月 0 1 0 1 1 1 1

回/年 42 0 0 0 0 0 0

人/月 0 0 0 0 0 0 0

実績 計画

予防給付

介護給付

第5期 第6期

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成37年

単位 見込み

予防給付 人/月 2 4 5 7 8 10 12

介護給付 人/月 71 70 78 84 85 87 94

実績 計画

第5期 第6期

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成37年

単位 見込み

予防給付 人/月 103 116 130 142 70 75 0

回/年 36,559 35,830 39,577 41,821 20,414 21,649 31,699

人/月 399 365 387 392 180 181 189

実績 計画

介護給付

第5期 第6期

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成37年

単位 見込み

予防給付 人/月 24 23 36 41 45 51 61

回/年 6,787 7,563 7,977 9,223 9,959 9,728 10,508

人/月 88 101 105 121 131 133 152
介護給付

第5期 第6期

実績 計画
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（８） 短期入所生活介護〈ショートステイ〉 

介護老人保健施設や医療施設などに短期間入所し、日常生活上の支援や機能訓練などが 

受けられます。 

  

（９） 短期入所療養介護〈ショートステイ〉 

介護老人保健施設や医療施設等に短期入所して、日常生活上の支援や機能訓練、医療的に

みた治療や療養、看護などが受けられます。 

  

（１０） 特定施設入居者生活介護 

有料老人ホームなどに入居している高齢者に、日常生活上の支援や介護（介護予防）を  

提供します。 

  

（１１） 福祉用具貸与 

日常生活を助けるための福祉用具を貸与します。 

   

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成37年

単位 見込み

日/年 158 186 288 298 277 239 502

人/月 4 3 4 4 4 4 4

日/年 11,650 10,333 10,819 11,839 12,544 12,683 16,326

人/月 110 105 109 118 122 126 136
介護給付

第5期 第6期

実績 計画

予防給付

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成37年

単位 見込み

日/年 127 56 58 126 106 94 97

人/月 2 1 1 1 1 1 1

日/年 2,293 2,497 2,194 2,203 2,128 2,021 3,066

人/月 32 32 27 27 28 28 30

第5期 第6期

実績 計画

予防給付

介護給付

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成37年

単位 見込み

予防給付 人/月 2 2 1 1 2 3 5

介護給付 人/月 13 12 20 29 38 49 57

第5期 第6期

実績 計画

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成37年

単位 見込み

予防給付 人/月 65 86 100 115 128 144 172

介護給付 人/月 403 404 426 462 466 469 502

実績 計画

第5期 第6期
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（１２） 特定福祉用具販売〈福祉用具購入費の支給〉 

入浴や排せつなどに使用する福祉用具を購入した場合、１０万円（保険給付は９万円）を

上限額として福祉用具購入費を支給します。（申請が必要です） 

  

（１３） 住宅改修 

手すりの取り付けや段差解消などの住宅改修をした際、２０万円（保険給付は１８万円）

を上限に費用を支給します。 

  

（１４） 介護予防支援・居宅介護支援 

居宅（介護予防）サービスを適切に利用できるようにケアプラン・介護予防サービス計画

の作成と調整、事業所などと連絡を行ってなどの支援をします。 

  

 

  

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成37年

単位 見込み

予防給付 人/月 3 4 5 7 8 10 12

介護給付 人/月 9 10 12 16 19 22 27

第5期 第6期

実績 計画

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成37年

単位 見込み

予防給付 人/月 3 3 4 5 5 6 6

介護給付 人/月 4 6 6 7 9 10 12

第5期 第6期

実績 計画

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成37年

単位 見込み

予防給付 人/月 215 241 275 302 324 346 390

介護給付 人/月 685 665 704 749 759 770 811

実績 計画

第5期 第6期
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（１５） 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

日中・夜間を通じて定期的な巡回と随時の通報により居宅を訪問してもらい、入浴、   

排せつ、食事などの介護や、緊急時の対応などを受けられます。 

  

（１６） 夜間対応型訪問介護 

巡回や通報システムによる夜間専門の訪問介護が受けられます。 

  

（１７） 小規模多機能型居宅介護 

通所を中心に、利用者の選択に応じて訪問サービスや泊サービスを組み合わせ、ひとつの

事業所で 多機能な介護（介護予防）サービスが受けられます。 

  

（１８） 認知症対応型通所介護 

認知症の高齢者が、デイサービスを行う施設などに通い、日常生活上の世話や機能訓練  

などの介護（介護予防）サービスが受けられます。 

  

 

 

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成37年

単位 見込み

介護給付 人/月 0 0 0 0 0 0 0

第5期 第6期

実績 計画

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成37年

単位 見込み

介護給付 人/月 0 0 0 0 0 0 0

第5期 第6期

実績 計画

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成37年

単位 見込み

予防給付 人/月 9 8 8 7 6 5 5

介護給付 人/月 14 15 16 18 19 20 25

実績 計画

第5期 第6期

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成37年

単位 見込み

回/年 121 151 139 146 360 448 565

人/月 3 2 2 1 2 3 2

回/年 3,378 3,221 5,107 6,524 8,329 9,844 18,337

人/月 36 32 49 59 70 78 96

予防給付

介護給付

第5期 第6期

実績 計画
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（１９） 認知症対応型共同生活介護〈グループホーム〉 

認知症の高齢者が、共同生活する住居で、日常生活上の世話や機能訓練などの介護（介護

予防）サービスが受けられます。 

  

 

（２０） 地域密着型特定施設入居者生活介護 

有料老人ホーム等の特定施設のうち、入居定員が３０人未満の小規模な介護専用型特定 

施設に入居する人が、日常生活上の世話や機能訓練などの介護サービスを受けられます。 

  

 

（２１） 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

入所定員が３０人未満の小規模な介護老人福祉施設に入所する人が、日常生活上の世話や

機能訓練などの介護サービスを受けられます。 

  

 

（２２） 複合型サービス 

小規模多機能型居宅介護と訪問介護を組み合わせることで、通所・訪問・短期間の宿泊で

介護や医療・看護のケアが受けられます。 

  

 

 

 

 

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成37年

単位 見込み

予防給付 人/月 1 0 1 1 1 1 1

介護給付 人/月 42 44 47 52 53 71 71

第5期 第6期

実績 計画

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成37年

単位 見込み

介護給付 人/月 0 0 0 0 0 0 0

第5期 第6期

実績 計画

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成37年

単位 見込み

介護給付 人/月 29 29 37 47 51 54 57

実績 計画

第5期 第6期

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成37年

単位 見込み

介護給付 人/月 0 0 0 0 0 0 0

第5期 第6期

実績 計画
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（２３）地域密着型通所介護（仮称） 

入所定員が 18 人以下の小規模な通所介護施設で食事、入浴などの日常生活上の支援や生活

行為向上のための支援を日帰りで行います。 

  

 

  

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成37年

単位 見込み

回/年 23,964 25,414 37,213

人/月 294 301 222

第5期 第6期

実績 計画

介護給付
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（２４） 介護老人福祉施設〈特別養護老人ホーム〉 

 常時介護が必要で居宅での生活が困難な人が入所して、日常生活上の支援や介護が受け 

られます。 

  

 

 

（２５） 介護老人保健施設〈老人保健施設〉 

状態が安定している人が在宅復帰できるよう、リハビリテーションを中心としたケアを 

します。 

  

 

 

（２６） 介護療養型医療施設 

急性期の治療を終え、長期の療養を必要とする人のための医療施設です。 

  

 

 

 

 

 

  

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成37年

単位 見込み

介護給付 人/月 234 244 234 227 227 302 315

第5期 第6期

実績 計画

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成37年

単位 見込み

介護給付 人/月 133 136 129 128 128 128 141

実績 計画

第5期 第6期

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成37年

単位 見込み

介護給付 人/月 1 2 2 2 2 2 2

第5期 第6期

実績 計画
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第３節 地域支援事業の事業内容について 

 

区分 事業 

介護予防事業 

二次予防事業 

 ・二次予防事業の対象把握事業 

 ・通所型介護予防事業 

 ・訪問型介護予防事業 

 ・二次予防事業評価事業 

一次予防事業 

 ・介護予防普及啓発事業 

 ・地域介護予防活動支援事業 

 ・一次予防事業評価事業 

介護予防・日常生活支援総

合事業 

介護予防・生活支援サービス事業 

一般介護予防事業 

包括的支援事業 

介護予防ケアマネジメント事業 

総合相談・支援事業 

権利擁護事業 

包括的・継続的ケアマネジメント事業 

地域ケア会議の体制整備 

在宅医療・介護連携の推進 

認知症施策の推進 

生活支援サービスの体制整備 

任意事業 

介護給付費適正化事業 

家族介護支援事業 

その他の事業 
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第４節 第 6 期計画の介護事業費の見込みと保険料 

 

介護給付費は、介護サービス費用から利用者の自己負担分（2 割）を除いて、保険給付   

される額です。この他に、施設入所者の食費補助（特定入所者介護サービス費等給付額）   

などを計上したものが標準給付費見込み額となります。この標準給付費見込額について、  

平成 27 年度から 29 年度の 3か年合計では 93億 9,848 万円の給付を見込みました。 

 

    （円） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 ３か年合計 

居宅サービス給付費 1,306,557,344 1,149,193,910  1,185,325,513  3,641,076,753  

地域密着型サービス給付費 421,552,764  674,243,650  766,164,303  1,861,960,707  

施設サービス給付費 1,059,755,115  1,056,024,231  1,279,194,783  3,394,974,112 

特定入所者介護サービス費等給付費 112,100,232 110,863,469 117,984,760 340,948,461 

高額介護サービス費等給付額 43,109,000 45,135,000 47,256,000 135,500,000 

高額医療合算介護サービス等給付費 5,168,000 5,685,000 6,254,000 17,107,000 

審査支払手数料 2,231,892 2,304,432 2,379,312 6,915,636 

標準給付費見込額 2,950,474,347 3,043,449,692 3,404,558,671 9,398,482,710 

(参考)平成 37 年の標準給付費見込額 4,054,833,817    

 

 

 

 

    （円） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 ３か年合計 

介護予防事業費 13,533,000 13,984,000  
43,163,000 

介護予防・日常生活支援総合事業費   15,646,000 

包括的支援事業・任意事業費 76,687,000 79,243,000 88,659,000 244,589,000 

地域支援事業費 計 90,220,000 93,227,000 104,305,000 287,752,000 

(参考)平成 37 年の地域支援事業費 227,637,000    
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１）第１号被保険者保険料基準額の算定 

 

第１号被保険者の保険料基準額は、平成27～29年度の3か年における標準給付費見込額（約

93 億 9,848 万円）と地域支援事業費見込額（約 2億 8,775 万円）の合計額の一定割合（22％）

を、所得段階別負担割合で調整した平成 27～29 年度の第１号被保険者延べ人数で除して求め

られる額を基本とし、国からの調整交付金交付率や保険料収納率を考慮して算定しました。 

 

 

２）第１号被保険者の保険料段階の設定 

第６期計画中の第１号被保険者保険料基準額を設定するに当たり、国から、下記に示す  

変更点、影響及び段階設定の考え方に留意する必要があることが示されました。 

市では、所得段階の多段階化として、第５期計画において延べ 10 段階設定を行って   

きました。第６期計画においては、従来の特例第 4 段階（新第 5 段階）を継続すると共に、

第３段階の細分化（新第 3 段階と新第 4 段階）を行い、比較的所得の低い層の負担軽減を   

図る保険料負担方式をとりました。 

 

 

標準給付費などの基本的財源比率 

標準給付費＋地域支援事業費の３か年合計額 

約 96 億 8,623 万円 

      

市町村 

負担 

 

12.5％ 

 

都道府県

負担 

 

12.5％ 

(17.5％) 

国負担 

 

 

20％ 

(15％) 

調整 

交付金 

 

5％ 

 

第１号被保険者の 

保険料 

 

22％ 

 

第２号被保険者の 

保険料 

 

28％ 

 

 

 

３）所得段階別加入割合 

 

第５期計画中の第１号被保険者保険料基準額を算定する際に必要となる、所得段階別の 

加入者割合は、平成 26年 10 月 1日現在の被保険者数を基準に下表のとおり算定しました。  

所得段階別加入割合補正後の第１号被保険者数は 34,375 人（3か年延べ人数）と見込まれ

ました。  
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① 平成 27 年度から 29 年度までの保険給付費見込額 9,398,482,710 円 

② 平成 27 年度から 29 年度までの地域支援事業費見込額 287,752,000 円 

③ 第１号被保険者負担分の対象額（総給付費） （①＋②） 9,686,234,710 円 

④ 第１号被保険者負担分の相当額（③×22％） 2,130,971,636 円 

⑤ 調整交付金の相当額（①×約 5％） 470,706,436 円 

⑥ 調整交付金の見込額（①×約 7％） 637,205,000 円 

⑦ 保険料の収納必要額（④＋⑤－⑥） 1,964,473,072 円 

⑧ 基準額に対する割合で補正した第１号被保険者数 34,375 人  

【基金の取り崩しがない保険料基準額】 

⑨ 被保険者一人あたりの保険料基準年額（⑦÷収納率 98.0％÷⑧） 58,315 円 

【基金の取り崩しによる保険料基準額】 

⑩ 介護保険事業財政調整基金の取崩額 105,000,000 円 

⑪ 千葉県介護保険財政安定化基金の取崩による交付額 0 円 

⑫ 保険料の収納必要額（⑦－⑩－⑪） 1,859,473,072 円 

⑬ 被保険者一人あたりの保険料基準年額（⑫÷収納率 98.0％÷⑧） 55,198 円 

 

１）保険料の試算（調整前）  

  前述した保険料算出方法に、国からの調整交付金交付率や保険料収納率を調整して算出 

される第６期の保険料基準額（月額）は、4,860 円になり、第５期保険料基準額 4,100 円よ

り 760 円上昇することになります。  

 

２）介護給付費準備基金の活用  

介護給付費準備基金は、各年度の第１号被保険者保険料の余剰金を積み立てておくもので、

平成 26年 12 月末現在の積立額は約 1億 796 万円でした。  

第６期の保険給付費の増加や保険料改定による第 1 号被保険者の負担増を軽減し、介護 

保険財政の均衡を保つために、このうち 1 億 500 万円を取り崩し、第５期の保険料を引き下

げるために活用すると、約 260 円（月額）の抑制効果があります。  

 

３）第１号被保険者保険料（調整後）  

１）の保険料基準額 4,860 円から２）及びの基金を活用することにより、最終的な保険料

基準額は、月額 4,600 円となります。さらに、それぞれの保険料率により各所得段階別の保

険料額は、次頁の表のとおりとなります。 

 

第 6 期計画期間 
（平成 27 年度～平成 29 年度） 

4,600 円 

第 5期計画期間 
（平成 24 年度～平成 26 年度） 

4,100 円 



72 

 

図表 所得段階別負担割合と保険料額 

所得段階、 
基準額に対する

割合 
対      象      者 

保険料額 

月額 年額 

第１段階 
基準額×0.45 

生活保護受給者及び老齢福祉年金受給者で、世帯全員
が住民税非課税の人 

2,070 円 24,840 円 
世帯全員が住民税非課税で、課税年金収入額と合計所
得金額の合計額が 80 万円以下の人 

第２段階 
基準額×0.6 

世帯全員が住民税非課税で、第１段階に該当しなく、
課税年金収入額と合計所得金額の合計額が 120万円以
下の人 

2,760 円 33,120 円 

第３段階 
基準額×0.75 

世帯全員が住民税非課税で、第１･２段階に該当しな
く、課税年金収入額と合計所得金額の合計額が 120 万
円を超える人 

3,450 円 41,400 円 

第４段階 
基準額×0.9 

世帯の誰かに住民税が課税されているが、本人非課税
で、前年の課税年金収入額と合計所得金額の合計額が
80 万円以下の人 

4,140 円 49,680 円 

第５段階 
基準額 

世帯の誰かに住民税が課税されているが、本人非課税
で、前年の課税年金収入額と合計所得金額の合計額が
80 万円を超える人 

4,600 円 55,200 円 

第６段階 
基準額×1.2 

本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が 120 万円
未満の人 

5,220 円 62,640 円 

第７段階 
基準額×1.3 

本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が 120 万円
以上 190 万円未満の人 

5,980 円 71,760 円 

第８段階 
基準額×1.5 

本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が 190 万円
以上 290 万円未満の人 

6,900 円 82,800 円 

第９段階 
基準額×1.7 

本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が 290 万円
以上 500 万円未満の人 

7,820 円 93,840 円 

第１０段階 
基準額×1.8 

本人が住民税課税で、前年の合計 
所得金額が 500 万円以上 1,000 円未満の人 

8,280 円 99,360 円 

第１１段階 
基準額×1.9 

本人が住民税課税で、前年の合計 
所得金額が 1,000 万円以上の人 

8,740 円 10,4880 円 

 

 

図表 介護保険料の推移と平成 37 年度の見込み 

 期 間 基準月額 

第３期 平成 18 年～20 年度 3,000 円 

第４期 平成 21 年～23 年度 3,353 円 

第５期 平成 24 年～26 年度 4,100 円 

第６期 平成 27 年～29 年度 4,600 円 

参考 平成 37 年度 7,400 円程度 
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匝瑳市介護保険運営協議会 

○匝瑳市介護保険条例（抜粋） 

平成１８年１月２３日 

条例第９５号 

 （運営協議会の設置） 

第１１条 法第１１７条の規定による介護保険事業計画の策定又は変更に関する事項その他

高齢者の保健福祉に関する重要事項を調査審議するため、匝瑳市介護保険運営協議会（以

下「運営協議会」という。）を設置する。 

２ 運営きぃおう議会は、必要があるときは、介護保険事業の運営又は高齢者の保健福祉に

関して意見を述べることができる。 

 （運営協議会の組織） 

第１２条 運営協議会は、委員１６人をもって組織する。 

 （運営協議会の委員） 

第１３条 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

 (1) 介護保険被保険者 

 (2) 介護認定審査会委員 

 (3) 介護保険施設事業者 

 (4) 居宅介護サービス事業者 

 (5) 居宅介護支援事業者 

 (6) 保健、医療又は福祉に関する学識経験者 

２ 委員の任期は、３年とする。ただし、委員に欠員が生じた場合の補充された委員の任期

は、前任者の残任期間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 

４ 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。 

５ 第２項の規定にかかわらず、特定の地位又は職により、市長が委嘱した委員の任期は、

当該特定の地位又は職にある機関とする。 

 （会長等） 

第１４条 運営協議会に会長を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、会務を総理し、運営協議会を代表する。 

３ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ指名する委員がそ

の職務を代理する。 

 （会議） 
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第１５条 運営協議会の会議は、必要に応じて会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 運営協議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 運営協議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数の時は、会長の決するところ

による。 

 （庶務） 

第１６条 運営協議会の庶務は、高齢者支援課において処理する。 

 

 

 

○匝瑳市介護保険運営協議会委員・匝瑳市地域包括支援センター運営協議会委員 

 

 役職名（又は団体名） 氏名 

1 匝瑳市社会福祉協議会会長 那須 章典 

2 匝瑳市民生児童委員協議会会長 伊藤 稔 

3 匝瑳市区長会会長 小川 雅章 

4 匝瑳市身体障害者福祉会副会長 熊切 茂 

5 匝瑳市ボランティア連絡協議会副会長 木内 千鶴 

6 匝瑳市シニアクラブ連合会理事 菱木 昭雄 

7 匝瑳市保健推進委員会会長 安藤 建子 

8 介護認定審査会会長 新行内 文夫 

9 特別養護老人ホーム花園施設長 佐々木 寛子 

10 特別養護老人ホーム太陽の家施設長 守 一浩 

11 特別養護老人ホーム松丘園施設長 江波戸 美代 

12 匝瑳医師会会長 江波戸 久元 

13 香取匝瑳歯科医師会副会長 江波戸 寛 

14 匝瑳薬剤師会 松井 清 

15 特別養護老人ホーム瑞穂園施設長 田向 寿子 

16 匝瑳市民病院看護部長 大木 信子 

  



75 

 

用語解説 

 

ア行 

インフォーマルサービス 

家族、近隣住民、ボランティア等が提供

する非公式な援助のこと。インフォーマ

ルサービスに対して、フォーマルサービ

スがある。 

 

ＮＰＯ（Nonprofit Organization） 

民間非営利団体などと訳され、非営利（利

潤追求や利益配分を行わない）で、自主

的に公共的な活動を行う民間（政府機関

の一部でもない）の組織、団体。 

 

 

カ行 

介護給付 

要介護認定を受けた被保険者が利用した

サービスに対する保険給付。 

 

介護サービス情報公表システム 

利用者が適切に介護サービスを選択する

ことができるよう、24 時間 365 日、誰で

も情報を入手することができるシステ

ム。介護サービス情報は、職員体制、利

用料金、サービス提供時間など事業者が

自ら記入する｢基本情報｣と、調査員が事

業所を訪問してサービスに関するマニュ

アルの有無、提供内容・時間の記録など

事実かどうかを客観的に調査する｢運営

情報｣とで構成される。 

 

   

介護支援専門員（ケアマネジャー） 

介護保険制度で、要介護者又は要支援者か

らの相談に応じるとともに、要介護者等が

その心身の状況等に応じ適切なサービス

を利用できるよう、市町村、サービス事業

者、施設などとの連絡調整等を行う人のこ

と。 

 

介護予防事業 

介護保険被保険者の要介護状態・要支援状

態となることの予防、又は要介護状態等の

軽減若しくは悪化の防止を目的として実

施する事業。 

 

鑑別診断 

かかっている病気を診断するにあたり、可

能性がある複数の病気を比較しながら特

定することをいう。症状や検査結果などの

情報を手がかりに行う。 

 

緊急通報装置 

急病等の緊急事態が起こった際に、ボタン

を押すだけ通報できる装置のこと。 

 

ケアマネジメント 

生活困難な状態になり援助を必要とする

利用者が、迅速かつ効果的に、必要とされ

るすべての保健・医療・福祉サービスを受

けられるように調整することを目的とし

た援助展開の方法。利用者と社会資源の結

び付けや、関係機関・施設との連携におい

て、この手法が取り入れられている。 
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権利擁護 

自己の権利や援助のニーズを表明するこ

との困難な高齢者や障害者等に代わっ

て、援助者が代理としてその権利やニー

ズの表明を支援し、代弁することをいう。 

 

後期高齢者比率 

７５歳以上の後期高齢者人口が総人口に

占める割合。 

 

高齢化率 

６５歳以上の高齢者人口が総人口に占め

る割合。 

 

高齢者虐待 

養護者や養介護施設従事者等による、高

齢者に対する、暴力的な行為（身体的虐

待）、暴言や無視、嫌がらせ（心理的虐待）、

世話をしないなどの行為（介護・世話の

放棄・放任）、勝手に高齢者の資産を使っ

てしまうなどの行為(経済的虐待)、性的

ないやがらせなどの行為（性的虐待）な

どを指す。 

 

 

サ行 

サービス付き高齢者向け住宅 

日常生活や介護に不安を抱く高齢の単身

者や夫婦のみの世帯のために、介護・医

療と連携した、安否確認や生活相談など

のサービスを提供するバリアフリー構造

の住宅。 

 

 

  財政安定化基金 

介護保険の財政の安定化に資する事業に

必要な費用を充てるために都道府県が設

置する基金。財源は国、都道府県、区市 

町村から３分の１ずつ拠出し、一定の事由

により区市町村の介護保険財政に不足が

生じた場合に資金の交付又は貸付を行う。 

 

在宅医療 

在宅で行う医療のこと。在宅医療として

は、医師による訪問診療、看護師による訪

問看護、理学療法士等による訪問リハビリ

テーション、歯科医師による訪問歯科診療

等がある。 

 

在宅介護支援センター 

地域包括支援センターのブランチ（住民に

身近な窓口）として、地域で暮らす高齢者

やその家族に対して、介護などに関する

様々な相談に応じるとともに、サービスの

利用調整、申請代行など、援助を必要とす

る高齢者の生活を支援する相談窓口。 

 

作業療法士 

ＯＴ（Occupational Therapist）ともいう。

身体障害者や知的障害者、精神障害者など

を対象に、医師の指示のもとに各種作業を

行い、心身の機能や社会復帰に不可欠な適

応能力の回復をはかる専門職。 
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社会福祉協議会 

住民が安心して暮らせる福祉コミュニテ

ィづくりと地域福祉の推進を使命とする

公共性・公益性の高い民間の非営利の団

体（社会福祉法人）。全国すべての市区町

村、都道府県ごとに設置されており、本

市には匝瑳市社会福祉協議会が置かれて

いる。 

 

社会福祉士 

社会福祉に関する専門的な知識と技術を

持ち、身体上、精神上の障害、または環

境上の理由によって日常生活を営むうえ

で支障があるものを対象に、各種相談に

応じたり、助言や指導、援助を行う専門

職。 

 

出生中位（死亡中位） 

出生、死亡の将来推移について、それぞ

れ３仮定（中位、高位、低位）を設け、

それらの組み合わせによって９つ（=３×

３）の推計を行っているうちの、出生、

死亡のどちらも中位と仮定した推計。 

 

シルバー人材センター 

「生きがい就労」の理念から出発したも

ので、「高年齢者雇用安定法（高年齢者等

の雇用の安定等に関する法律）」を根拠法

とし、知事の認可を受け、市町村区域ご

とに設立された公益社団法人。臨時的か

つ短期的な就労の機会の提供、就労を希

望する高年齢者に対する無料の職業紹介

及び就労に必要な知識・技術の講習など

を行うことを目的としている。 

 

 

 

  成年後見制度 

認知症などにより判断能力が不十分とな

った高齢者等が、福祉サービスの利用や財

産の取引等の契約を行う時に、家庭裁判所

が選任した後見人が本人の権利や利益を

保護し、支援する制度。 

 

 

タ行 

第１号被保険者、第２号被保険者 

区市町村の住民のうち、６５歳以上のすべ

ての人が介護保険の第１号被保険者であ

り、４０歳以上６５歳未満で医療保険に加

入している人が第２号被保険者である。介

護サービスを利用できる条件や、介護保険

料の支払い方法が異なる。 

 

団塊(の)世代 

第二次大戦後、数年間のベビーブーム世代

（おおむね、昭和２２（1947）年～２４

（1949）年に生まれた年齢層）をさす。全

国で約７００万人。（堺屋太一氏が命名し

「昭和 22 年から 26 年頃までに生まれた

人々」（1947 年から 1951 年ごろまで）と

いう定義をしている） 

 

地域ケア会議 

地域の支援者を含めた多職種による専門

的視点を交え、介護支援専門員（ケアマネ

ジャー）のケアマネジメント支援を通じ

て、適切な支援につながっていない高齢者

の支援を行うとともに、個別ケースの分析

等を通じて地域課題を発見し、地域に必要

な資源開発や地域づくり、さらには政策形

成につなげることを目指すもの。 
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地域ケアシステム 

誰もが住み慣れた家庭や地域で安心して

生活を続けられるための仕組みとしてス

タートした。地域住民が中心となって創

設された「社会福祉協議会」が活動の主

体となって取り組んでおり、「地域での支

え合い」「身近な場所での相談」「行政の

組織的な受け皿体制」という 3 つの基本

的な考え方に基づき、地域課題の話し合

い、活動拠点での相談、情報の収集・発

信等、地域住民や行政等が協働して福祉

コミュニティの充実を図るため、さまざ

まな取り組みに挑戦している。 

 

地域支援事業 

介護保険制度を円滑に実施するために被

保険者が要介護状態等となることを予防

するとともに、要介護状態等となった場

合においても可能な限り、地域において

自立した日常生活を営むことができるよ

う支援する事業。 

 

地域資源 

住民の生活に関わる支援を総合的に検討

する場合、地域性が重要な要素となる。

地域にある人材や各種団体とのつながり

を最大限有効に活用し、積極的な事業展

開を進めることが必要とされる。 

 

地域包括ケア 

高齢者が住み慣れた地域で、尊厳あるそ

の人らしい生活を継続することができる 

ようにすることを目指す仕組み。 

 

  地域包括支援センター 

地域の高齢者等が安心して暮らせるよう

に、日常の様々な相談を受け、介護保険や

その他のサービスを利用するための支援

を行う拠点として設置されている。センタ

ーでは主任介護支援専門員、社会福祉士、

保健師等が互いに連携し、専門性を生かし

て活動している。 

 

 

ナ行 

二次予防事業・二次予防事業対象者 

介護が必要な状態となる恐れの高い高齢

者を把握するため、基本チェックリストを

実施し、二次予防事業の対象となった人に

介護予防事業（通所型・訪問型）を実施す

る。事業の実施においては、個々の対象者

の心身の状況、環境等に応じて包括的かつ

効率的に実施する。 

 

認知症 

いったん正常に発達した知能が、脳の病的

な変化により低下し、日常 生活上あるい

は社会生活上支障をきたした状態をいう。

代表的なものとして、アルツハイマー型認

知症、脳血管性認知症、レビー小体型認知

症、前頭側頭型認知症がある。症状として

は、認知機能障害（物忘れなど）、精神症

状・行動障害（幻覚、妄想、徘徊など）、

神経症状（パーキンソン様症状など）など

がみられる。 
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認知症カフェ 

認知症の人とその家族、地域住民、専門

職が集う場所で、認知症の人を支えるつ

ながりを支援し、認知症の人の家族の介

護負担の軽減などを図ることを目的とし

ている。 

 

ネットワーク 

福祉分野では､保健・医療・福祉の横断的

組織、つながりという意味合いで使われ

る。英語では、網状のもの、網状組織、

放送網といった意味。 

 

ハ行 

バリアフリー 

高齢者や障害者等を含むすべての人にと

って日常生活や社会生活を営むうえで存

在するあらゆる分野の障壁や障害物（バ

リア）を除去することをいう。例えば、

道路や建築物の利用の妨げとなる段差の

解消や手すりなどの物理的なバリアフリ

ー、点字や手話通訳等による文化・情報

面でのバリアフリー、障害者に対する無

知や無関心からくる偏見や差別などをな

くす意識上のバリアフリーなどがある。 

 

フォーマルサービス 

行政（国や地方公共団体等の公的機関）

が行う法律や制度に基づいた福祉や介護

のサービスのこと。 

 

福祉コミュニティ 

市民の生活する身近な地域社会で生じ

る、援助の必要な福祉課題を、地域住民

の支えあいや関係機関、事業者の連携支

援などによって解決を図っていく仕組み

をもつ地域社会（集団）を指す。 

   

保険料基準額 

介護保険料は、３年間の運営期間中におけ

る介護サービスの提供に要する費用の見

込み額から、被保険者の保険料でまかなう

金額を算出し、この額を被保険者数等で割

ることにより算定される。算定された基準

額を１２で割ることで、保険料基準月額が

算出される。 

 

マ行 

民生委員・児童委員 

民生委員は、厚生労働大臣から委嘱される

民間奉仕者。それぞれの地域において常に

住民の立場に立って相談に応じ、必要な援

助を行い、社会福祉の増進に努めており、

児童福祉法に基づく「児童委員」を兼ねて

いる。 

 

ヤ行 

有料老人ホーム 

住むための「居住機能」と日常生活に必要

な食事や掃除、洗濯、健康管理などを提供

する「サービス機能」の２つの機能が一体

として提供される高齢者向けの住居。入居

は、経営者側と入居希望者との自由な契約

によるもの。 

ホームが「特定施設入居者生活介護」の事

業者指定を受けている場合には、介護保険

の適用を受けることができる。 

 

予防給付 

要支援１，２と認定された被保険者が利用

したサービスに対する保険給付。 
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要介護認定者 

介護保険認定審査会において、介護保険

給付の対象となるかどうかの判定、及び

要介護度の審査・判定の結果、要介護１

～５に認定された者を指す。 

 

要支援認定者 

介護保険認定審査会において、介護保険

予防給付の対象となるかどうかの判定、

及び要介護度の審査・判定の結果、要支

援１、要支援２に認定された者を指す。 

 

 

ラ行 

ライフステージ 

成長・成熟の度合いに応じた人生の移り

変わりをいう。一般的には、乳児期、幼

児期、児童期、思春期、成人期、壮年期、

老年期がライフステージとしてある。 

 

理学療法士 

ＰＴ（Physical Therapist）ともいう。

身体障害者を対象に、医師の指示のもと

でリハビリテーションを行い、日常生活

を送るうえで必要な基本的な動作能力の

回復をはかる専門職のこと。 

 

老人福祉センター・老人いこいの家 

老人福祉センター・老人いこいの家は、

地域の高齢者に対して健康の増進、教養

の向上、あるいはレクリエーションによ

る仲間づくりや生きがいづくりの場を提

供する施設。 

 

 

   

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第6期 匝瑳市高齢者福祉計画・介護保険事業計画 

そうさスマイルシニアプラン 
平成27年度～平成 29年度 

 

 

 

匝瑳市高齢者支援課 

平成２７年３月 

 

〒289-2198 千葉県匝瑳市八日市場ハ 793-2 

電話 0479-73-0033 

 

 

 


